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1. 1 序

製造業におけるロボ y トはほぼ普及しつくした感があり、最近では、建設なと製造

業以外の業種への普及が試みられている。しかしこのような現状とは裏腹に、工場の

生産ラインにおいて用いられている産業用ロポットは、単なる汎用位置，決め機として

の印象が強く、人間の代替機械としての知的なイメージとはほど遠¥¥ 0 建設ロボット

として近年盛んに宣伝されている床磨きロポ y ト、ピノレの外壁の検査ロボットなとも、

それぞれの作業専用の自動機械に過ぎない。

ロボ y トの知能化には、外界から入力された情報を処理し、行動を決定する人工知

能の研究が重要であるが、これと同時に、決定された行動を実現するための器用な腕、

手先が必要であり、このための制御技術は知能開発にも増して不可欠な技Ui要素であ

る。現状のロボ y トは、空間内を単独で動く機能に関してはほぼ十分な性能を有して

いるといえるが、環境との干渉がある場合、更には他のロボットと共同で対象物をハ

ンドリングするといった、ロボ y ト先端に発生する力を考慮する必要のある作業には

ほとんど利用されていない。これらの作業を実現するため、ロポ y ト先端での力制御、

撃力回避問題など様々な研究が行なわれているが、ロポ y トのインテリジェント化を

考えるうえで、複数の ロポットで 1つの対象物を ハンドリングするといった協調制御

銭術は、とりわけその進歩が期待されている。

人間は 2つの腕をうまく利用することにより、片方の腕だけでは持上げることので

きない重い荷物を持上げる、片手では持ちにくいものを両手で持上げる、ピンの蓋を

開ける、物を持替える、といったさまざまな 作業を行なう 。領数のロポ y トも、人間

の左右の腕のように共同で作業を行なうこ とにより、

(1)可搬重量の小さいロボ y トでも複数台利用すること で重量物ハンドリングが可能

となる、

(2) 1台のロボットではハンドリングのしにくい大型の対象物のハンドリングが可能

となる、

(3 )組立作業において、組付け対象と部品をそれぞれのロボ y トが予め把持すること、

あるいは対象物の持替えを行なうことで、組立ラインの周辺装置を大幅に削減する

ことができる、

などが期待される。人間のように 2腕を有するロボットは、愚近では字宙、海底等に

おけるロボ y トとしても注目されている。

更に、それぞれのロポ y トが同等な場合に限らず、タイプの全く異なるロポット間

への協調制御が実現可能となれば、例えば現在人聞が術助機構を利用して行なってい

る織々な作業を人間に代って ロポ y トに 実行させることが可能となる。伊lえば、自動

化の要求が極めて高いにも拘らず、研究の進んでいない分野に重量物組立て作業があ

るロこれは非常に危険な作業であるが、例えば 10t onもあるような重量物を自動ハン

ドリングするロボ y トを導入することはほとんど不可能である。しかし、人聞に代る

小型ロボ y トを導入し、クレーンとロボットという特性の全く異なる機構間の協調布l
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御が実現できれば、自動化が達成できる。

現在行なわれている協調制御研究を見ると、ほとんど全てといって良いほど、同等

な機tPiを有する 7 ニピュレータ同士を対象としている。しかし、上にも述べたように、

特性の全くことなる機械においても協調制御技術が適用できれば、ロボ y トの応用範

囲を更に拡大することができる。しかし、特性の全く異なる機構間の協調布Jl却に関す

る研究は、クレーンとロポ yトの協調制御 [Arai 1988]. [Arai 1990]等に見られるに

過ぎない。協調耳目11却系の制御買11の決定には、それぞれの 7 ニピュレータの機構的特性、

例えば、可動範囲、可搬重量等を考慮しなくてはならず、そのなかでも特に機構の剛

性の考E立が必要となる。これは、可鍛重量、可動範囲等が制御則の適用範囲を限定す

るのに対して、1liI11!生の考E空は制御対象モデル自身を決定する要因だからである。同II!生

の考慮は、同等なマニピュレータ同士の協調制御においても手先のカセンサの挙動を

考える上で必要であることが指摘されているが [Arimoto 1987]、これを制御系モデノレ

に陽に組込んだ研究は非常に少なく、理論的な解析も不十分である。

さて、協調制御において鼠も基本となる問題は、 『幾何的拘束を保ったまま、対象

物との間 に作用する力を 制御するためには、ロボットをどのように動かせば良いか』

という点である。幾何的拘束は、ハンドリング対象物、あるいはロボットの協調相手

の機構により与えられる。また、ロボットの手先と対象物との間に発生する力は、ロ

ボ y トアクチュエータの発生するトルクとロボットの動力学特性、更に対象物の運動

により決定される。環演が不動の場合の剛体 7 ニピュレータの制御においては、 トル

クと先端の力の関係がロポ y トア ーム の動力学特性とヤコビ行列のみによって関係付

けられる。ところが環演が動く場合、つまり対象物が加速度運動を行なっている場合

には、対象物の運動を考慮した制御系が必要で、このためには更に協調相手と対象物

に作用する力の情報も必要となる。即ち協調制御は、

①ロポ y トと対象物との聞に作用する力の制御技術、

②動力学を考慮したロポ y 卜の位置制御技術、

といった技術を基本要素とし、①、②を利用して

③複数のロポ y ト聞の干渉力の制御、

を行うことが必要となる (Fi g. 1. 1)。以下に①、②に関する現状を示す。
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③復数のロポット間の干渉力の制御

[Mason 1981] [Salisbury 1980] 

[Raibert 1981] [Hogan(a)-(c) 1985] 

[Khatib 1986] [平林 1986]

[West 1987] [浅)11 1987] 

[吉川 1986(a) ] [小菅 1988]

[Zhang 1985] 

]
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F i g. 1. 1協調制御の基礎技術

①:力制御技術の現状

対象物とロボ y トの聞に働くカの制御に関する理論的な解析や制御系設計について

は、 [Salisbury 1980]， [Hogan 1985(a)-(c)]. [Khatib 1985]をはじめ非常に多くの

研究成果がある。これらは大きく、ハイブリッド制御、インピーダンス制御に分類す

ることができる (Tablι 1. 1)。ハイブリッド制御は 、 ロボッ トが環境と媛触を保ちな

がら作業を行なう際、幾何的拘束を受け動くことのできない空間へは力制御を、動く

ことのできる空間へは位置制御を適用するものと定義づけることができる。この手法

は、環境との間に作用する力がカフィードパックにより正確に制御できるが、位置制

御、力制御を行なう空間が環境の幾何的変化等に応じて変更される場合の制御モード

切替時にチャタリング等を起こす可能性がある。また、力制御はロボ y トが環境と接

触した状態でしか用いることができず、接触時のモード切替が最大の問題となる。イ

ンピーダンス制御の患も基本的な研究は [Hogan 1985(b)]である。 [Hogan 1985 (b)]の

インピ ーダンス制御は、外力に対する ロボット先端の挙動をパヰ ・7 ス・ダンパ系と

して振舞うよう制御をかけるもので、制御則は PD制御にカフィードパ y クを加えた

ものである。従って、インピーダンス制御におけるロボットへの目標指令は、先端で

発生すべき力ではなく目保位置である。このため力を制御するには、百億位置の変更、

あるいはインピーダンスの動的な変更が必要となる。インピ ーダンスの動的な変化に



対する制御系の安定性に関する条件は[字野 1989]に示されている。インピーダンス

制御はロボットの位置制御を基本としているので、ロポットが環境と媛触しているか

否かに拘らず、利用できる。

以上に説明したハイブリ y ド制御、インピーダンス制御の長所、短所を Tab1e.1. 1 

に示す。これらの理論はほぼ完成したといってよいが、実際には 7 ニピュレータの弾

性、接触時に発生する衝撃力等により、市Jj卸系が不安定となったり、 f主触点において

微小振動を繰返すといった現象が発生する ([Eppinger 1987])。即ち、ハイブリ y ド

制御、インピーダンス制御には共通の欠点として、後触時の制御系の安定性の劣化と

いう問題点がある。これらの問題は制御時にモデルに組込まれなかったアーム自身の

磁性や関節の静止摩擦力に起因しており、 7 ニピュレータ先端に弾性部を導入するこ

とにより、これらの現象をある程度抑えることが可能となることが報告されている(

[Whitney 1987]. [Roberts 1986])。しかし、先端に弾性部を導入することは、同時に

振動の発生、位置精度の低下も招くため、 7 ニピュレータ先端に導入した弾性部を考

慮した制御が必要となる。

Tab1e.1.1ハイブリ y ド制御とインピーダンス制御の比較

ハイプリ y ド制御 インピーダンス制御

制御法 力指IJj卸+位置制御 (P 1 D制御) 位置制御(P D制御)

長所 -カフィードパックの存在により -環境との後触の有無に鈎らず

カの制御性が良い 同じ制御則が適用できる

短所 -作業座標系の指定が繁雑 -力 の制御特性が悪い

-制御モード切主主時のチャタリング -環境との筏触時の安定性

ロボ y トア ーム自身の剛性の、力指11却系の安定性に対する影響の考察は [Eppinger

1986.1987.1988]においてなされている。この他にも、このようなリンク自体を弾性

体としてモデル化した研究はフレキシブルアームの制御として近年非常に盛んに行な

われた。フレキシプルアームに関する研究は宇宙ステーション組立のための研究とし

て1970年代アメリカで始まり ([Book 1975.1979]. [Sunada 1983]. [Cannon 1983])、日

本においても 1980年代中頃から盛んに行なわれ ([Sakawa 1985]. [福田 1985].[小松 1

990]. [内山 1989(a)])、単リンクの 7ームの l自由度振動の理論的解析、制御系設計

は完成している。しかし、フレキシブルアームは分布定数としてモデル化されるため、

一般にモデルの次数が高〈、制御を実現することが難 しい 。このため、一般の多リン

クマニピュレータの剛性を考慮した研究は行われていない。



環境との接触時の安定住の問題〈ハイブリ y ド制御、インピーダンス制御)

ロポ y ト先端に

パネを導入
FZZ亘子んに矧 4入んだ市|御注l

Fτ王子ブルアームの制御1.・・モデルが復維で実現困難

Fig.1.2環境との筏触時の制御系の安定化手法

従って、ロボ y トの力制御における媛触時の撃力回避、安定性の確保には、ロボット

先端に低剛性部を導入し、この低悶II!生部をモデルに組込んだ制御則を考えるのが現実

的であると言える。協調制御を行う 7 ニピュレータにおいても、それぞれの 7 エピュ

レータが対象物を把持する際に全く同じ問題が生じ、このため多指ハンドの研究では

通常指先にラパーなどが低剛性部として導入されている。このように弾性部の導入さ

れた機構を協調制御に利用し、しかも対象物の運動中に振動を発生したり対象物を落

下させないためには、弾性部を考慮した制御系の設計が必須である。

②動力学を考 慮 し た ロ ポ y トの位置制御法術

動力学を考慮したマニピュレ-:1の位置制御手法としては、 [Luh1980]の分解加速

度制御が一般的である。これはマニピュレータを目標軌道に沿って運動させるための

フィードフォワードトルクと、位置、速度誤差のフィードパ y クトルクを指令トルク

として利用するもので、 7 ニピュレータの位置、速度誤差の収束が示されている。 [L

uh 1980]では関節角空間における位置、速度誤差がフィードパックに利用されている

が、マニピュレ ー タ先端の作業座僚における誤差をフィードパ y クに利用することも

できる。作業座標における誤差の利用により、マニピュレータ先端の挙動が分りやす

くなるが、マニピュレータの特異点近傍では関節に過大なトルクが指令されるといっ

た現象が生じるため、マニピュレータの目標軌道が特異点近傍を通過する場合には注

意が必要となる。但しこれらはいずれも剛体 7 ニピュレータを前提としており、機構

に弾性部が存在する場合には、 7 ニピュレ ー タ先端に把持された対象物に発生する振

動、あるいはたわみ等を考慮した新たな制御則が必要となる。

以上、①、②のそれぞれについての概要を説明した。次にこれらの銭術がどのよう

に協調制御に適用されているかを述べる。協調制御には、対象物を目標軌道に沿って

鍛送しながら、しかも対象物に対して目保力を加え続けることが要求される。①に示

したハイブリッド制御系では、力制御方向への位置の管理が行なわれないため、対象

物を加速度運動させる場合にそのままの形で利用することができない。これに対して

インピ ー ダンス制御は、ロボットの目標位置を目標力に応じて変更することにより、

位置制御を行なう方向に対する力の制御も可能である。②に示した分解加速度制御に
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はインピーダンスを制御するといった概念はないが、分解加速度制御を作業座標系に

おいて定式化すると、そのフィードパックゲインは [Hogan 1985(b)]のインピーダン

ス制御におけるパネ、ダンパときわめて近い意味を持つ。従って、分解加速度制御系

におけるフィードパ y クゲインの適当な設計と、目標カのフィードフォワードトルク

により、目標軌道とマユピュレータ先端の力の制御がともに実現できると考えられ、

多くの研究が、フィードフォワードトルクと先端での目標力の和によって制御指令ト

ルクを算出するといった制御系を構成している。[中村 1986]では、このように位置

指令のフィードフォワードトルクに、目標力を発生するためのトルクを足し込んだ制

御系を、位置制御系の特殊な形態と位置付けている。しかし、フィードパックゲイン

の決定と 7 ニピュレータ先総の挙動の関係を示した研究はない。この挙動を調べるた

めには協調系における誤差システムとフィードパ y クゲインの関係が是非とも必要と

なる。

①.②がロポ y ト単体の制御技術であるのに対して、③の仮数のロボ y トの干渉力

をどのように制御するかが、協調制御本来の研究課題である。これは対象物に加える

べき目標力の各マニピュレータへの配分問題、それぞれのロボットにどのような制御

形態をとらせれば、系全体の挙動を安定に制御できるかといった制御系設計の問題か

らなる。これについては 1. 2に詳述する。但し、 1. 2で示す手法は扇腕が同等の

機備を有する剛体マニピュレータを想定したものであり、 7 ニピュレータ先織に剛性

の低いカセンサ等が付加されている場合、あるいは機械的特性、制御特性が異なる機

構間の協調制御には、新たな協調制御手法を確立する必要がある。

以上の①~③では、トルク制御を前提とし動力学を考慮した基礎的な理論と、協調

制御への適用について示した。しかし、産業用ロボ y トの現状をながめると、そのほ

とんどがロポット単体を制御対象とし、 PID制御を用いた位置制御系を有している。

ロボットが環境と後触していない場合には、位置精度を向上させるため I制御は有効

であるが、壁など固定された環境との接触がある場合には適用できない。このため、

ロボ y トと固定された環境との干渉力を制御する場合、ロボット先端にたわみの発生

し得る部分を導入し、このたわみを目標量とする制御法が利用されており、通常は力

センサがたわみの発生部となっている。一方、これとは別に、市販のロボ y トコント

ローラには、制御サンプリングが長い(数 1Oms)という欠点、がある。このため、先端に

付加されるカセンサの剛性が高いと、応答の遅れによりロボ y トに過大な力が発生す

る恐れがある。従って、ロポットの遅れが生じてもロポットに過大なカが作用しない

程度に剛性の低いカセンサ、あるいは低剛性部の導入が必要となる。

産業用ロポットの協調和Jl卸への利用を考える甥合にも、 I制御の存在、サンプリン

グ時間の問題を解決する必要がある。協調制御においては、墜との干渉力を制御する

場合と異なり、ロボ y ト先端に与えられる環境からの拘束が協調相手と対象物によっ

て与えられる。つまり、環境自身が運動を行い、しかもある固さを有するパネで支持

されていると考えることができる。このパネは、一般にある方向には固いが、また別
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の方向には柔らかい。従って、協調栂手のパネの固い方向にのみロボ y ト先端に低剛

1生部を導入すれば、過大な内力の発生を防ぐことができる。ロポ y トに算性部を導入

すること自体は、ロポ y ト先端に振動を発生する、あるいはロボ y トの精度を下げる

といった点から好ましいこととはされていないが、協調相手となる機械が固い方向に

のみ弾性部を導入することにより、これらの問題点は解決されると考えられる。

このように、産業用ロボットの協調制御への適用を考える場合にも、力制御の場合

と同じように先端への弾性部の導入が必要となり、ロポ γ ト先端の弾1生を考慮した制

御法の確立が必要となることが分る。

本節では 、岡!J!生を考慮した協調制御の必要性を示した。今後、本論文では機構の岡IJ

1生を岡IJ性行列として表現し、解析、設計を行なうこととする。このように剛性行列の

解析を基にした協調制御研究はこれまで例がない。

1. 2においては、剛体 7 ニピュレータ同士を対象として行なわれてきたこれまで

の協調制御研究を護理する。 1. 3では本研究の目的を、 1. 4では論文の構成を示

す。

一日ー



1. 2 協調和l御研究の紙要

前節では、協調制御を実現するための基礎的なロボット制御佼術を示した。また、

弾性を考慮した制御系の解析と設計、更に位置制御コントローラで実現が可能な制御

手法の必要性を述べた。しかし、これまでの研究のほとんどは向1)体 7 ニピュレータ同

士を対象としており、弾性を考慮した制御は非常に少ない [Arimoto1987]. [Ahmad 19 

88l。本節では、これまで主に剛体マニピュレータ同士を対象に行なわれてきた協調

制御研究の概要を示す。

複数のマニピュレータの協調作業は、その制御形態から以下の 2つに分類すること

ができる (Fig.1.3)。

1) 共有の可動領域を有する複数のマニピュレータがそれぞれ独立に行う作業

2) 複数のマニピュレータが lつの対象物をハンドリングする作業

1)の作業では、それぞれのマニピュレークの制御が独立に行われるが、マニピュレ

ータ聞の障害物回避が考慮されねばならない。マニピュレータの静止障害物の回避に

関しては多くの研究がなされているが ([Lozano-Perez1981l等)、マニピュレータ聞

の障害物回避に関しての研究は非常に少なく、 [Freund1984]. [Freund 1985l、[Fre un 

d 1986lや、最近進められている移動ロポット間の相互衝突回避が見られ一るだけであ

る[Arai1989lo Freundの研究では、それぞれのマニピュレータに優先順位が付けら

れ、優先順位の低い 7 ニピュレータは常に衝突チェ y クを行いながら動作し、衝突可

能性が生じると自分の目標軌道を補正するという階層構造を有する制御系が提案され

ている。制御系は、 7 ニピュレータを非線形フィードパ y クにより線形化し、任意の

極を設定する下位のブロッヲと、このブロ y クに目標指令を与える上位ブロ y クから

なる。各マニピュレークへの目標軌道、障害物回避のための補正室などは、上位のブ

ロックで算出され、下位のブロ y クへ指令される。本作業は協調といいながらも、カ

の干渉はなく、制御の立場から見ると、実現は容易である。

( a) 各マニピュレータが独立に

動作を行なう協調例

(b) 各 7 ニピュレータが同ーの対象物を

ハンドリングする協調例

F i g. 1. 3協詩作業の例
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2)が協調制御研究の主流である。複数のマ ニ ピュレータが 1つの対象物を把持する

と、機格的な閉 Jレー プが構成される。従って、各 7 ニ ピュレータはこの閉ループによ

って生じる幾何学的な拘束を満足しながら、しかも対象物に加わるカを制御しなくて

はならない。 これに関する研究は

2)ー[1] 幾何学的な拘束関係の 7 ニピュレ ー タ関節角空間への変換

2)ー[2] 対象物の位置と内力が岡崎に制御可能な制御系の設計問題

2)ー[3] 対象物の運動に必要な力の各マニピュレータへの配分問題

に分類することができる (Fig.1. 4)。

2)ー[1]に関する研究は機嫌学的な観点からの研究と考えてよ ¥'0 [Lim 1985]では、

対象物を ri g i dに把持した 2腕に対して 、対象物の目標移動霊から 2腕の各関節の移

動量を算出する手順が述べられている。 [Alford 1984]は、 2つの 7 ニピュレータを

リー 夕、 フォ ロワとし 、 リーダの関節角は予め対象物の目標軌道から算出し、フォロ

ワの目標軌道はリーダの関節角からリアルタイムで算出するという制御系を構成して

いる。 [Zheng 1986]では、 リー ダ/フ ォロ ワの 2両腕が、プライヤ、球面ジョイント

等を把持 した場合のフォロワの関節角目縁値の算出法を示 している。これらの手法に

対して 、 [Tarn 1987]、 [Dauchez 1987(a)， (b)]は、複数の 7 ニピュレ-_?を閉ル ープ

機構を有する lつのマニピュレータ とみたて、関節角の算出を行っている。 [Tarn 19 

87]では 、閉ルー プ機構のリンク数、関節数と様僚の持つ自由度の関係を基に、閉ル

ープ系の運動を記述するための基準となる関節を選択し、残りの関節値を基準の関節

僅から算出することで、系金体の運動方程式を算出している。 [Dauchez 1987(b)]で

は、対象物が剛体である場合のみならず 、例えば 2腕でピンの主主を閉めるといった両

腕の相対位置の制御が必要な場合についての手法を提案している。 2つのマ ニ ピュレ

協調和l御の実現

7 ニピ ュ レータ先綿の

目原発生カ

Fig.1.4協調制御研究の関連

一 11 -



-:1を 1つの機締と考え、 2腕の相対位置の微小変化置と 2腕の全ての関節の微小移

動量聞のヤコビ行列を提案している。 [A1ford 1984]を除き、これらの研究はいずれ

も得られた目標値から必要な駆動トルクの算出を行っているが、市J1却系の設計につい

ては触れていない。

2)ー[2]に関しては、 [Nakano 1974]. [黒野 1975].[lshida 1977]. [Mason 1981]. [Ar 

imoto 1987]. [Hayati 1986]. [Uchiyama 1987]. [Tao 1987]. [古田 1987]等、非常に多

くの研究がある。これらの制御手法の分類には、多くの場合リーダ/フォロワという

言業が使われる。リーダ/フォロワの制御形態は、運動学を中心に制御系を楕成した

研究においては、片方の 7 ニピュレータの関節角目標値が、もう一方のマニピュレー

タの関節角の関数として決定される制御系構成を表し、動力学を考慮した制御系設計

においては、リ ーダ の7 ニピュレ-:1が対象物の運動を決定し、もう一方のフォロワ

7 ニピュレータが重力のみ半分受持ちながらリーダに追従するといったおl御形態を表

す。リーダ、フォロワを利用したものには [Nakano 1974]. [lshida 1977]. [Mason 198 

1]. [Arimoto 1987]. [Tao 1987]等がある。これに対して、リーダ、フォロワの区別を

せずに両腕を同等に制御したものに[黒野 1975].[Hayati 1986]. [Uchiyama 1987]. [古

田 1987]等がある。また、これらの形態とは別に、利用されている制御系から分類す

ると、位置制御をベースとしたもの {(Nakano 1974].[黒野 1975].[Tao l.9s7]. [古田

1987]等)とトルク制御をベースとしたもの ([lshida 1977]. [Mason 1981]. [Arimoto 1 

987]. [Hayati 1986]. [Uchiyama 1987]等)となる。位置制御をベースとしたものは現

状の産業用ロポットへの適用を意識したものが多くなっている。また、 [Uchiyama 19 

87]は静的な釣合のみを協調の対象としている点、 [Hayati 1986]は複数のマニピュレ

ータにより対象物のハイブリ y ド制御を行っている点が他と異なる。

2) -[3]の力の配分問題は多指ハンドの操りに関する研究の中心課題の Iつであり、

[Salisbury 1982]. [中村 1986].[中村 1990]などに示されている 。 [Salisbury 1982] 

では指先で発生することのできるカベクトルと対象物重心座標系に及ぼす力とモーメ

ントの関係を定式化し、冗長空間の基底を利用して実現可能な指先の力ベクトノレを算

出する手法を述べている。また[中村 1986]では対象物を目標軌道に追従させながら、

各指先に謀せられる力の 2乗和を最小とし、しかもすべりが生じないような力ベクト

ルを、非線形計画法により算出している。また[中村 1990]では、評価関数を 2柔和

ではなく重み付の線形和とし、摩擦コーンを多面体近似することで、線形計画法の問

題として指先の力を決定する手法を述べている。 7 ニピュレータが対象物をしっかり

と把持している場合は、ハンドと対象物の聞に働く力に対する拘束条件、例え 1;0妾触

力が正となる条件、すべりが生じないための条件等は必要なく、 7 ニピュレータに必

要となるエネルギなど評価関数のみが考慮された配分法などが提案されている ([Orin

1981]. [Zheng 1986])0 [Orin 1981]は後数のマニピュレー タ先端が対象物に接して

いる状態 (rigidな把持ではない)、あるいは歩行機構を想定し、各関節のトルク限界、

接触力に付加される拘束条件、消費エネルギ最小等の拘束下における解の算出を線形

計画法により行っている。この手法は非常に一般f生があるが、計算に要する時間が非
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常に長くリアルタイムでの制御には適用できない。このため [Zheng 1986)では、リア

ルタイム性を重視したトルク配分法として、 2腕が同等の機構である場合にはそれぞ

れの腕が対象物に必要な力の 1/2ずつを受持つことが好ましいとの主張を行っている 。

以上に 2つの作業形態に対する研究現状を示したが、 1)と2)の作業形態を同時に含

む作業として、対象物の持替えがある。この問題は [Zapata 1987)により扱われてい

る。この研究では、対象物のどこを把持することができるか、何度持替えれば好まし

い把持姿勢となるか、好ましい把持姿勢を取り得ることができるか、等を、交換行列

という行列とグラフ探索アルゴリズムを利用して求めている。持替えの他にも、両腕

の把持した 2つの部品を組合せるといった作業が 1)と2)の形態を同時に含む作業に該

当する。これらの作業では、 [Zapata 1987)にも指摘されているように、 2つのマニ

ピュレータが対象物を介してお互に接触する直前までの位置制御モードと、接触直後

の力制御モードのモード切替が問題となる。この問題を 2腕協調において扱った論文

はないが、ロポ y トが環境と筏触する際の撃力回避問題として、安定性の解析と共に

近年研究が盛んになってきている ([Whitney 1987). [Roberts 1985). [Eppinger 1987)， 

[北垣 1989))。

以上の研究は全て剛体マニピュレータに関する制御を対象としているが、マニピュ

レータの弾性をも考慮した研究はほとんど見当らず [Ahmad 1988). [Arimoto 1987)が

存在する程度である。 [Ahmad 1988)では 2台の産業用マニピュレータの弾性部をそれ

ぞれ 1自由度のパヰとしてモデル化し、位置決め点における振動制御を行なっている。

また、 [Arimoto 1987)では 7 ニピュレータ手先のラパーで構成されたカセンサを 6x6

剛1生行列としてモデル化した制御則を示し、告1)御系の安定性をリ 7 プノフ関数により

示している。しかし、制御則の定式化という点からは [Ahmad 1988)のような l自由度

パヰとしてのモデル化は応用範囲が極めて限られる。また、 [Arimoto 1987)では、制

御系の安定がリアプノ 7 関数を用いることにより証明されているが、その収束の過程

における挙動は明らかではない。

本論文では、剛性行列で表現される機構が岡l体 7 ニピュレータの先端に付加された

モデルを基に、 2)ー(1)、2)ー(2)を扱う。動力学を考慮した制御系の構成は [Arimoto 19 

87)と類似したものとなるが、誤差システムとフィードパックゲインの関係を明らか

にすることで、対象物のコンブライアンスが陽に指定できることを示す。

上述の手法の中でトルク制御をベースとした手法は最も理論的な特性が良いが、現

実の産業用ロボ y トの特性を考慮すると適用可能なものがほとんどない。ロボ y 卜に

より昔日iJl却を実現しているのは [Uchiyama 1987). [Alford 1984)等非常にわずかであり、

しかもこれらの研究は動力学を考慮していない。そこで、本論文では機権の剛性行列

を考慮した運動学的な解析を行い、その結果を用いて、産業用ロボ y トにより実現可

能な協調制御ンステムの構成法について示す。
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1. 3 研究の目的

本論文は、

先端に弾性部の付加された複数のマニピュレータが lつの対象物を

ハンドリングするための協調系の機構的な解析と制御手法の確立

を目的とする。

具体的には

1)先端に付加された弾性部の特性を剛性行列により表現し、運動学、逆運動学計算法

を示す。また、トルク制御を利用した協調制御系の設計を行ない、 2つの 1自由度

機構を用いた実験によりその正当性を検証する。

2)運動学計算の際の機構的な解析結果を用いて、現状の産業用ロポ y トを利用した協

調制御システムの格成法を明らかにし、クレーンとロポットの協調制御いよる重量

物ハンドリングに適用し、その実用性を証明する。

を扱う。 1)において、先織にカセンサ等の弾性部が付加された 7 ニピュレータの制御

理論を展開する。 2)では、産業用ロポ y トの協調制御を念頭におき、ロポ y ト先端に

弾性部を導入するという手法を用い、速度コントローラを前提とした協調制御系を設

計する。

本論文では、 7 ニピュレ ータを剛体とみなし、 7 ニピュレータ先端に付加されたカ

センサ等の機構の剛性のみを考慮した解析、設計を行なう。これは、マニピュレータ

先端にカセンサ等の碍性部が導入された場合を想定している。現実には、マニピュレ

ータ各関節、リンク等の向111生が剛体とみなせない場合も多い。このような系の弾性部

全てをモデル化することは制御モデルの複雑さから現状では不可能であり、本研究の

対象とはしない。なお、本論文では今後、岡1I生行列の与えられた機権の付加されたマ

ニピュレ ー タを殻性 7 ニピュレ ー タと呼ぶ。
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1. 4 論文の構成

2章以降の論文の構成、各主主の関連を Table.1.2、Fig.1.5に示す。

Table.1.2論文の獄成

対象 内容 利用モデル

2章 運動学(理論) 運動学計算 剛体、弾性体空間分離モデ Jレ

3章 動力学(理論) 制御系設計 剛性行列

4章 動力学(理論) 実験 剛性行列

5章 運動学(応用) システム設計 剛体、弾性体空間分離モデノレ

6章 運動学(応用) クレーン、ロボ y トの 岡l体、強性体空間分離モデル

協調ゾステム開発

5章 産業用ロボットを利用した

協調制御システムの構成法

6 1言 クレーンとロポットの協調

制御システム

理論 応用

Fig.1.5各章の関連

なお、利用モデルの剛体、 5車性体空間分離モデルは第 2主主において定義される。

第 l章では、協調布l御の必要性とロボ y ト制御技術、協調制御技術の現状、様性を

考慮した制御系設計の必要性を述べた。
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第 2章から第 4章では理論を、第 5章、第 6章では実システムへの応用を扱う。

第 2章においては、剛性行列でモデル化された機構を有する 2つのマニピュレータ

が対象物を把持した場合の運動学、逆運動学手法について述べる。 2つのマニピュレ

-;7が lつの対象物を把持すると、機構的に閉ループ系が椛成され、幾何学的な拘束

条件の考度が必要となる。与えられた 6X 6f.illj 性行列は機檎中にパ不として存在するが、

その大きさには一般に方向性があり、大きなたわみが発生する方向と、ほとんどたわ

みが発生しない方向が存在すると考えられる。そこで、剛性行列の定義された 6次元

空間を、 7 ニピュレータの発生可能なトルタによりある一定基準以上のたわみが発生

する空間(弾性体空間)と、基準以上のたわみが発生しない空間(剛体空間)に分離

する。弾性体空間方向のたわみには力学的な釣合が付加される。その際、得られた弾

性体空間におけるたわみを等価関節に置き換えることにより、関節角空間内で幾何的

拘束、力学的狗束を適用できるので、解析が非常に簡略化できる。

第 3章においては、動力学を考慮した複数の 7 ニピュレークの協調制御系の構成を

示す。これまで一般に研究のされてきた剛体同士の協調制御則を、阿佐行列で表され

る機構を有する 7 ニピュレータに拡張する。なお 3章では、 2章と異なり剛性行列を

2つの空間に分離しない。 2章においては、機椿がたわみ得るか否かが問題となった

のに対して、制御では目標カが伝達されれば良く、機構が固いか柔らかいかは問題と

はならないからである。

第 4章では、 3:i主において設計した制御系を 1自由度のパネを有する 2つの機構に

適用し、実機による検証実験を行なう。本章では対象物を挟みつけにより把持するた

め、対象物を落下させないため軌道に付加される拘束条件も同時に示す。

第 5章では、第 2章の結果と、現状の産業用ロボ y トの特徴を考慮した協調システ

ムの梼成法を論じる。ロボッ 卜の協調相手の剛性行列を解析し、その結果を利用して

ロポットに弾性部を導入することにより、位置コントローラを利用した協調システム

が実現できる。

第 6章では、 5章の結果を利用して設計されたクレーンとロボットの協調システム

を用いた制御実験を行なう。懸垂物の質量とロボットの発生トルクの関係から、考え

られる 2つの強調 γ ステム構成を示す。 6. 3では、!懸垂物を質点モデルとし、 5.

3で示した制御法を利用することにより、惚送作業、位置決め点での振動指l御を行な

い、システムの有効性を検証する。 6. 4では、重量物を含むワイヤ懸垂機構の運動

特性を剛性行列と慣性行列でモデル化し、手先に弾性部の導入されたロボットとの協

調制御により、懸霊物の位置決めを行なう。

第 7章では、結論、今後の展望を述べる。
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第 2章 協調制御系の運動学

目次

2. 1 はじめに

2. 2 剛性行列に基づいた剛体空間、弾性体空間への分離

2. 2. 1 間体空間、弾性体空間への分経の必要性

2. 2. 2 2つの座係系聞の剛性行列の関係

2. 2. 3 阿11体空間、弾性体空間の算出

2. 2. 4 等価関節の導入

2. 2. 5 岡11体空間、弾性体空間への射影行列

2. 3 協調系の運動学

2. 3. 1 協調系の運動学

2. 3. 2 幾何的拘束条件の導出

2. 3. 3 力学的拘束条件の導出

2. 3. 4 関節角空間内の可動空間

2. 3. 5 対象物座標系の可動空間

2. 3. 6 運動学計算例

2. 4 協調系の逆運動学

2. 5 まとめ
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2 1 はじめに

本章では、弾性部を有する 2つのマニピュレータが lつの対象物をハンドリングす

る場合の運動学について論じる。通常の開ループ機構の 7 ニピ A レータにおける運動

学は、 『各関節の値を定めた時の手先の位置、姿勢の算出Jを指す。しかし、協調制

御系においては、波数の 7 ニピュレータが先端で lつの対象物を把持すると、閉ノレ

プが構成されるために、全ての関節が任意の値をとることはできなくなる。従って運

動学計算を行う前に、機械の姿勢を一意に決定するために必要な関節数と、それらの

関節の選び方を明らかにしなくてはならない。 m個の関節角値を決定することにより

閉ループ系の姿勢を一意に決定することができるとき、この m個の関節を本論文では

機様を代表する関節と呼ぶ。

閉ループ系に弾性部が導入されると、弾性部のたわみ震も関節変数と同じように機

構的自由度として扱う必要があるが、ループ中に弾性部が復数存在する場合、それぞ

れの弾性部のたわみは力学的釣合条件を満足するようにしか発生し得ない。つまり、

閉ループ機構を代表する関節を選択するためには、力学的釣合まで含めた解析が必要

となる。

本章においては、まず 2. 2において、機構の剛性行列を基に、岡11!生行列の定義さ

れた座標系の 6次元空間を、弾性体空間と、阿体空間に分離する手法を述べる。但し

弾性体空間とは、機権のたわみを機俗的な自由度とみなすことのできる空問、また、

同l体空間とはたわみを緩権的な自由度とはみなせない空間を意味する。更に弾性体空

間におけるたわみを等価関節でモデル化する。また、 2. 3において利用する射影行

列についての基礎的な性質を示す。

2. 3においては、弾性部を含む閉ループ系における自由度の数の算出を行なう。

剛体リンクのみからなる閉ループ機構の運動学計算においては、機構を代表する特定

の関節角の値が決定されると、対象物の位置、姿勢は一意に定まる。これに対して機

織に弾性部が存在する場合には、関節角とは別にたわみが発生するため、このたわみ

も機徳的な自由度として取扱う必要がある。このために 2. 2において求めた等価関

節を利用する。等価関節は力学的な拘束関係を満たすようにしか決定できないため、

任意の値を取ることができない。従って機構の自由度の算出においては等価関節を含

めた機梅的自由度の幾何的拘束と力学的拘束の両方を考慮する。これら 2つの拘束条

件の下に、任意の移動を行うことのできる関節の選択法を述べる。また、この結果と、

関節角空間と対象物座係系聞のヤコビ行列を利用することにより、 7 ニピュレータ先

端に設定された対象物座標系の可動空間を考察する。

2. 4では逆運動学を示す。弾性部を内部に含む閉ループ系は冗長自由度系となる

場合が多く、冗長自由度 7 ニピュレータの逆運動学として行われている研究の結果が

そのまま適用できる。本節ではヤコビ行列を利用した収束演算、 [Chang1986)の非線

形速立方程式を解き逆運動学の大域的な愚適解を算出する手法を示す。

Fig.2.1Iこ運動学、逆運動学の手順を示す。なお、図中に記載されていない項は、

その節における予備知識を説明した項である。
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2. 2 岡1]性行列に基づいた剛体空間、弾性体空間への分縫

2. 2. 1 悶1]体空間、弾性体空間への分離の必要性

ある機傍が与えられると、その任意の点と座標系に対して剛性行列が定義できる。

例えば 3次元空間において運動を行う機械を対象とすると、悶1]性行列が 6x6となる。

本研究では、先端のエンドイフェクタ座係系において表現される剛性行列が定数行列

となるマニピュレ ー タを対象とする。この仮定は、剛体マニピュレータ先端に力セン

サなど塁手性部を含む機構が付加された湯合、あるいはワイヤで懸霊された対象物等に

おいて成立つが、 7 ニピュレータの各関節が弾性を有する場合など、機構の姿勢によ

って筒Ij性行列の各要素が変化する場合には適用できない。弥性部が姿努によって変化

する場合の制御系は極めて彼雑で、多リンクのフレキシブルアームを 2台用いた協調

和j御の研究[内山 1989(b) 1が観られる程度である。本研究においては、マニピ品レ-

7のリンクはたわみの全く発生しない向l体とみなし、 7 ニピュレータ先端に取り付け

られるカセンサ等の機構の弾性のみを考慮する。

機構のモデルとして剛性行列を利用することは、機構中にパネを組込むことと等価

である。運動学解析においてパヰを組込むことは、その方向に機格が動き得る、l!nち
自由度を有することを意味する。このため、例えば剛性が非常に高いマエピュレータ

の先端が環境に固定された場合にも、剛性1171Jモデルを利用すると、 7 ニピュレ -1

の全ての関節が自由に動き得るということになる。しかし、現実に関節を動かそうと

すると、すぐに過大な内力が作用し、機構の破損、あるいはトルヲ飽和を招く。従っ

て、剛性行列が与えられでも、 6自由度全ての方向に弾性を有する機構と t足えること

は望ましくない。このような 6自由度全てを弾性体としたモデルを前提として運動学

解析を行い逆運動学計算に利用した場合 、達成不能な解が算出されることになり、運

動学解析の意味がない。従っ て、そ の阿性の大きさも考慮することが必要となる。

ロポット先端のカセンサなどは、ある方向には柔らかく、jJlJの方向には固いといっ

た機構的特性を有する。例として Fi g. 2. 2に示す細長い榛の先端における同l性を考え

ると、 X. Y軸方向、世、。、 4回転方向の悶1]1生は z紬方向の剛性と比較して非常に

低い。このような棒が閉ループ系に組込まれた場合には、この様のモデルとして z軸

方向以外にはたわみによる機権的な自由度を有するが、 z紬方向にはたわみによる自

由度がない機楕と考えるのが妥当である。即ち、 7 ニピュレータ先端に Fi g. 2. 2の様

が付加され、棒の先端が環境に固定されたとすると、マニピュレータは z方向以外の

5自由度方向にのみ動くことができ、 z方向には動けないとみなす必要がある。本論

文では、剛性行列を用いてモデル化された機構を先端に有する 7 ニピュレータを環境

に固定した時、剛性行列の定義された座標系内において 7 ニピュレータ先端が動ける

空間、即ちたわみが機続的自由度と して存在する空間を弾性体空間、 7 ニピュレータ

が動けない空間 、l!nちたわみによる機格的自 由度を有しない空間を剛体空間と呼ぶ。

更に、たわみは磁性体空間のみに生じ剛体空間には発生しないと考える。現実には、

弾性体空間と比較して微小なたわみが剛体空間にも発生するが、弾性体空間に発生す
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るたわみの大きさと比較して非常に小さいと考え無視する。

まず、 2. 2. 2において、ある座標系において定義された剛性行列が別の座傍系

においてどのように変倹されるかを示す。この関係を利用することにより、対象物を

把持した 7 ニピュレータの剛性行列を対象物重心座標系における剛性行列に変換する

ことが可能となるので、マニピ品レータ先端の剛性行列を対象物重心座標系において

定義された剛性行列とみなして定式化することがでーきる。 2. 2. 3では、同l体空間、

弾性体空間を定義し、与えられた剛性行列を基に、岡Ilj生行列の定義された座標系の 6

次元空間を岡!体空間、弾性体空間に分離する手法を示す。なお、本主主における空間の

分離は主に運動学を意識したものであり、 31主に示す動力学を考慮した協調制御系の

設計においては剛性行列がそのまま利用される。 2. 2. 4では分離された弾性体空

間のたわみを表現するための変数として等価関節モデルを導入することを提案する。

2. 2. 5では、それぞれの空間への直交射影行列を示す。これは 2. 3において必

要となる力の釣合を考える際用いられる。これらの関係を Fi g. 2. 3に示す。

マニピュレ -7

の剛性行列

l砂ιz
F i g. 2. 2固い方向と柔らかい方向を有する機構例

対象物座係系に
く=> 1 

おける剛性行列

F i g. 2. 3岡II!生行列の解析
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2 2. 2 2つの座標系間の悶111生行列の関係

複数のマニピュレータが同ーの対象物をある加速度軌道に沿って i般送したり、位置

決めを行う場合、対象物に必要となる力は対象物の重心に原点、を持つ対象物座標系で

記述するするのが便利である。これに合せて、それぞれの?ニピュレーク先端の機併

の剛性も対象物座標系で表現しておくと都合が良い。本項では、ハンドが対象物をし

っかりと把持しており、ハンドと対象物の相対位置、姿勢が固定されるものとし(こ

のような把持形態を本論文では ri g i dな把握と呼ぶ)、ある座標系において定義され

た剛性行列を別の座標系で表現するための変浪式の導出手11闘を示す 。

7 ニピュレータのハンド座t票系 Lhにおける剛性行列を Khとし、対象物重心に原点

を持つ対象物座標系を E。とする。 Lhにおける微小移動ベクトル ht.X hlこ対する E。

の微小移動ベクトル 01'.X 。のヤコビ行列を Jhとする (Fig.2.4)。但し上付添字hは Lh 

による表記を、。は工。による表記をそれぞれ意味する。ハンドが対象物を ri g i dに把

持しているので、この Jhはロポ y トの姿勢によらず定数行列となる。この時 Lhの基

準座標系における位置、姿勢の微小変位を1'.X h、これに付随して E。に発生する微小

変位を1'.X 。とする。これら 2つの間には

ht. X h = J h 01'. X 。 ( 2-1) 

の関係が成立つ。 h1'. X hの変位によって Lhには

hFh  = Kh  ht. Xh  

の力が発生する。この力を E。により表現すると

。F h = JhTKh ht.Xh=  (J hτKhJh) ot.xo = K ot.x。 (2-2) 

K=JhTKhJ h  

となる。式 (2-2)から、 Lhにおける剛性行列 K hli、この座標系とヤコビ行列が J hの

関係にある E。においては JhTKhJhとして表現される。これを K とおくと、 K もや

はり対称行列となる。即ち、ハンド座係系の同ill生が Khである 7 ニピュレータが対象

物を rigidに把持した場合、 7 ニピュレータが対象物重心を剛性行列 Kで把持してい

るとみなすことができる。従って今後、単にマニピュレータは対象物座傍系において

剛性行列 Kを有するとして定式化を進める。なお、式 (2-2)の結果は、ヤコビ行列が

定義できるいかなる座係系聞においても成立ち、 [Salisbery 1981]においては、関節

角空間における剛性行列とエンドイフェクタ座標系における悶l性行列の変換式として

示されている。
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F i g. 2. 4対象物座標系とマニピュレータハンド座係系の関係
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2 2. 3 剛体空間、弾性体空間の算出

機格のモデルとして剛性行列を利用することは、機傍中にパネを組込むことと等価

である。運動学解析においてパネを組込むことは、その方向に機 f~ が動き得る、 1!n ち

たわみによる機椛的自由度を有することを意味する。このため、 2つのマニピュレー

タが同一の対象物を把持した場合でも、どちらかの 7 ニピュレータ先端に剛性行列で

表現された機械が存在すると、それぞれの 7 ニピュレータの全ての関節は任意の値を

取ることができることになる。これは、剛性行列を有する機格の両日型lに存在するリン

ク機格がそれぞれ独立に位置、姿勢をとっても、 2つのリンク機械先鳩の位置、姿勢

の偏差だけパネがたわみ得るとみなされるからである (Fi g. 2. 5)。しかし、間性行列

の大きさによっては 、現実に関節を動かそうとすると、すぐに過大な内力が作用し、

機構の破損、あるいはトルク飽和を招く恐れがある。従って、 『機併の固さ』に応じ

て動けるか動けないかを判断しなくてはならない。

一般の機摘では、その固さに方向性がある。例えば Fi g. 2. 2の様は村方向に固く、

それ以外の方向には柔らかい。これは与えられた岡I1性行列を対角化し、固有値と固有

ベクトルを利用することにより調べることができる。本節では、機構の先端を環境に

固定し、それぞれの固有ベクトル方向にマニピュレ-:;をある決められた量だけ動か

そうとした時、実際に動けるか、トルク飽和:等が発生し実現不可能であるかによって、

柔らかい方向、固い方向を分離する。この結果、 7 ニピュレ ー タが動ける空間、 1!nち
マニピュレータの発生トルクによりある基準霊のたわみを発生できる空間と、 7 ニピ

品レータが動けない空間、即ちたわみを発生できない空間の 2つの空間が得られる。

たわみを発生できる空間が弾性体空間、たわみを発生できない空間が剛体空間である。

以下に、剛性行子IJの定義された座標系の 6次元空間を、それぞれの空間に分離する

手法を示す。

¥ 、 2 
2 

F i g. 2. 5問II!生行列としてモデル化された機併を含む閉ループ系
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剛性行列は対称行列となるので、線形代数の知識により、直交行列により対角化す

ることができる。

K' =U-1KU  

但し

K' = diag(λ ょ λzλ3λ ‘λsλ.) 

U=[U1UZ U3 U
‘

U， U. 1 

(2-3) 

とする。 λiは行 71JKの固有値で、 U 1は λiに対応した固有ベヲトルで あ る。 Uは直

交行列なので、全ての固有ベクトルの大きさは lである。

この機構に力 Fが加わると、これによって生じるたわみlJ.dは

lJ.d=K-1F 

となる 。 ここで

lJ. d = U z 

F = U t 

と置くと

z = U-1K-1U t = K'-lt 

K'-l = diag( 1/λ1 1/λZ . • • 1/λ. ) 

( 2-4) 

(2-5) 

(2-6) 

となる。lJ.dを Uの張る 6つの正規直交基底により表現したものが zであり、 fもF

を同織の基底で表現したものである (Fi g， 2. 6)。式 (2-6)の K・4 は対角行列であるか

ら、剛1生行列 Kで表される機権は変換 U により、 6つの正規直交基底 U 1-U 6の方向

にそれぞれ独立のパヰを持つ機構として表現されたことになる。固有値 λιはそれぞ

れの固有ベクトル方向へのパネの固さを表しているので、それぞれの固有ベクトル方

向にマニピュレータをある決められた量だけ動かそうとした時、動けるか動けないか

は、固有値の大きさを基準として決定することができる。

6つの基底中、問l体方向とみなさなければならない基底が m (m ~ 6)個あったとし、

m偲を添字の小さい方から新たに V ト VZ、…、 Vm、残りの 6-m個のベクトルを Vm+l、

V m-+ι …、 V .として、式 (2-7)のように行列 Vを作る。

Vr=[V，… V m 1 (2-7 ) 

V f = [ V Ol+l… V.  1 

V r E R 6xm， V f E R 6)( (6-m) 

ここで Vrの張る空間を s(V r)、 V fの張る空間を s(V f)とすると、剛体空間、弾性

体空間はそれぞれ S(V r)、 S(V f)として求まる。
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F i g. 2. 6剛性行列の基底と剛性
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2. 2. 4 等価関節の導入

本項では、弾性体空間のたわみを等価関節としてモデル化する手法を鑓案する。閉

ループ系では、幾何的拘束条件と力学的拘束条件の 2つが課せられる。たわみを等価

関節でモデル化し、他の関節と同じ関節角空間の基底としておくことで、この 2つの

拘束条件を関節角空間で同時に扱うことが可能となるため、可動空間の角手術が非常に

分りやすくなる (Fi g. 2. 1)。

弾性体空間のたわみは、弾性体空間の基底の線形和として表される。従って、導入

する等価関節の数は弾性体空間の基底の数と同じとすればよ¥¥ 0 例えば、 Fig.2.8(a)

では、 x方向に可動空間を持つ lつの直勤関節として、また Fig.2.8(b)においては X，

y， z紬回りの 3つの回転関節と、 X ， Y方向への直動関節としてモデル化する。 3

つの回転関節は球面ジョイントと等価であり、長さ Oの仮想リンクが導入されている

と考える (Fig.2.8(b)の点線)。これにより、閉ループ系の自由度の算出に式 (2-11)が

適用可能となる。

たわみ => 等価関節

ト関節角空間|

マニ ピュレータ各関節

一一一ー幾何的拘束一一一一一一

関節角空間 ! 可動空間

一一一一一力学的拘束一

F i g. 2. 1関節角空間における幾何的鈎東条件と力学的拘束条件
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2. 3では、この等価関節を利用して閉ループ系を解析する。

~ 

( a ) 平行仮パヰ機締の等価関節

3 Dtz 

。~〆0. .( 

( b ) 弾性ア ー ムの等価関節

F i g. 2. 8等価関節モデル
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2. 2. 5 剛体空間、弾性体空間への射影行列

本項では、 2. 2. 3で求めたそれぞれの空間への、直交射彫行列と射影行列間の

関係を示す。 2. 3に示す運動学においては、対象物座標系からみたそれぞれの 7 ニ

ピュレータ先端の剛性行列が共に弾性体空間となる方向に、力の釣合条件が付加され

る。その際、それぞれの機縁のたわみによって発生する力のうち、弾性体空間に作用

する力の成分のみを取り出すことが必要である。これは、カベクトルに、以下に示す

射影行列による l次変換をほどこすことにより容易に実現できる。

剛体空間への直交射影行列 Pr 、弾性体空間への直交射影行列 Pfはそれぞれ射影行

列の基礎的な知識から

Pr= Vr(VrTVr)-1VrT= VrVr
T 

Pf = Vf(VrTVf)-1VfT = VfVfT 
( 2-8) 

として求めることができる。包し V r、 V fは式 (2-7)の行列である。射影行列は、そ

の性質から

P r2 = P r 

P f2 = P f 

となる。 s(V r)、 s(V rlは直交補空間の関係であるから、岡111生行列の定義された座

標空間 S(R ")は

S (R") = S (V r) ~ S (V f) 

となる。但し+は直和を表す。この時、それぞれの空間への射影行列の関係は

PrPf=PrPr=O.I-Pr=Pr  

となる。

また、同じ空間内に 2つの直交射影行列(直交繍空間の関係である必要はない)P l' 

P 2が定義されていると、この 2つの射影行列の張る空間の交わりの空間への直交射

影行;71)P 12は

P 12 = 2 P 1 (P 1 + P 2) + P 2 (2-9) 

として求まる。

これらの射影行列を用いることにより、それぞれの弾性体空間のたわみにより対象

物重心に作用する力の、両方の機構が弾性体空間となる空間における釣合条件が求ま

る。これについては 2. 3に詳しく述べる。
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2. 3 協調系の運動学

本節では、 2 つの 7 ニピュレータにより t~成される閉ループ機構の姿勢の決定法に
ついて説明する。

2. 3. 1 協調系の運動学

2. 1でも述べたように、閉ループ機格においては全ての関節が任意の値をとれる

わけではない。そこで、幾つの関節を固定すれば全ての関節角が一意に決定できるか

を調べる。簡単のため m自由度と n自由度の 2つのマニピユレータが対象物を把持し

;3;;;;;::!?29)。{Eしそれぞれの 7 ニピユレータに導入された等価関

f(m f. nf~王 6 )とする。これにより、幾何的にはそれぞれ

の7 ニピュレ ータの自 由度は m+mf、 n+ n fとなる (Fi g. 2. 10)。まず、等価関節が任

意の値をとることができると考え、幾何的な自由度を求める。閉ループ系の自由度 d

の一般的な算出は式 (2-1 0)で与えられる。

d=6(Dl-l) ー 5D j 

(2 -1 0) 

但し D 1は閉ループ系を筏成するリンク数、 Djは関節数である o F i g. 2・10の機構に式
(2 -1 0)を適用すると、

d = 6 (m + m f + n + n f - 1) 白 5(m + m f + n + n f) 

となる。.それぞれの 7 ニピュレータ先端は対象物を figidに把持しているので、 2つ

の7 ニヒユレータの先端リンクと対象物を合せて 1本のリンクとみなすー

しかし本研究における閉ループ系は関節中に等価関節としてパネのたLみが含まれ

ており、等価関節はマの釣合条件を満たした値しかとることができない。釣合方程式

の数は、両方の 7 ニヒユレータが共に弾性体空間となる空間の次元と同じである。従

ってこの次元を Pfとすると、閉ループ系の自由度は

d=6(m+mf+n+nf- l)ー 5(m + m f + n + n f) - P f (2-11) 

となる。これが強性部を含む閉ループ系の自由度である。 Pfは式 (2-9)を使って得ら

れる 2つの弾性体空間の交わりの空間への直交射影行列のランクとして算出できる。

式 (2-11)は自由度の算出には便利であるが、本機構は力の拘束が付加された等価関

節を含んでいるため、 d個を任意に選ぶことができない。ところが式 (2-11)からでは

d個の関節の選び方が不明である。また、式 (2-11)は関節が平面リンク機構となるよ

う配置された場合にも利用できない。そこで、本章ではヤ コビ行列と射影行列を利用

して、機構の自由度、対象物可動空間等の解析を行なう。本手法は『閉ループ系が構

成された状態において幾つの関節を自由に動かすことができるか』を調べることによ

り、逆に『動けなくするためには幾つの関節を固定すればよいかJを決定することに

より、機構の自由度を算出するものである。

31 ー



m P州仁己h 代

Fig.2.92つの 7 ニピュレータの協調系

町lf nf 

ftや亡口コト久m
 

F i g. 2. 10等価関節を含む閉ル ー プ機構
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2. 3. 2 幾何的拘束条件の導出

2つのマニピュレータにより椛成される閉ループ機械においては、幾何学的拘束と

力学的拘束が付加される。この 2つの拘束により決定される空間の次元が求める自由

度である。まず、 7 ニピュレータ lのベースをベース、 7 ニピュレータ 2のベースを

エンドイフェクタとみなした lつのマニピュレ -1Aを想定する (Fi g. 2. 11)。この 7

ニピュレータ Aの関節角座標系とヱンドイフェクタ座標系との間にヤコビ行列 J.を

定義する。

6x.=J.68  

6 8  = [681
T 68flT 68z

T 68fZT]T  

]eER6X(国 +n-+mf+nf) t1 X eE R 6， d. 8 E R (m+n+lI1f+nf) 

6 D
1
ERm， 68zERn  68flERmf， 68fZεR  nf 

(2 -12) 

8 1は 7 ニピニェレータ lの各関節値からなるベクトノレ、 8f1はマニピュレータ iの弾

性部の等価関節からなるベクトルである。

マニピュレ-?1

F i g. 2. 11 閉ループ系の 7 ニピュレータモデル

マニピュレータ Aのエンドイフェクタは 7 ニピュレータ 2のベースであるから固定

されている。従って、

J .6 8 = 0 (2 -13) 

これより、

6 8 = (1 - J • + J .) y = P n. Y (2 -14) 

但し yER(皿 +n+mf+nf)xlは任意ベクト Jレで、 Pn.は J.のカーネルへの射影行列であ

る。

幾何的な拘束のみを考えた場合、式 (2ー13)，(2-14)などからもわかるように、閉ル

ープ系の解析は冗長自由度 7 ニピュレータの冗長度の考察と全く同じものとなる。つ

まり、閉ループ系において機構の自由度を考えることは、冗長自由度 7 ニピ A レータ

の手先に目標速度 0を与えた場合の冗長自由度空間の次元を考えることと等価である。
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幾何的な自由度のみであれば Pn.のランクを算出することで求めることができるが、

弾性部に導入された等価関節は力学的拘束を満たすものでなければならない。即ち、

2つのマニピュレータが共に弾性体として存在する空間においては、それぞれの 7 ニ

ピュレータのたわみは力の釣合を満足しなければならない。次項ではこのための条件

を示す。
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2. 3. 3 力学的拘束条件の導出

力学的拘束条件を求める。 2. 2. 2に示したように、 7 ニピュレークの剛性行列

が対象物座標系において定義されているとする。 2つの 7 ニピュレータの 剛性行列を

それぞれ K ぃ K 2とし、それぞれの剛性行列を対角化し剛体空間と弾性体空間に分離

する。この結果得られる弾性体空間への直交射影行列を Pfi(i'1. 2)とする 。 但しこ

の射影行列も対象物座標系において定義されている。

対象物座標系において、弾性体空間のたわみが発生する力を求める。 7 ニピュレー

タ lの発生するたわみ 110 f iの各要素は、対象物~t票系からみると式 (2-7) の V fiの

それぞれの縦ベクトル方向に発生している。従って、 110μ によって対象物座標系に

発生しているたわみは Vfil1 0れとなる。対象物座標系で表現された剛性行列は Ki 

であるから、マニピュレータ iのたわみにより、対象物座標系に発生するカは K i V f 

il1 0 fiとなる。

カの釣合は、 2つの 7 ニピュレータが共に弾性を有する方向でのみ考えれば良い (F

i g. 2. 12)。この空間への直交射影行列 P12は式 (2-15)として求まる。

P 12 ' 2 P f 1 ( P f 1 + P f 2) • P f 2 (2 -15) 

この射影行列を用いることにより、力の釣合条件は式 (2-16)として求まる。

P12(K1VnI10f1+ K2Vf2I10f2)' P12mg  (2ー16)

mは対象物の質量である。 g・は対象物座標系から見た重力加速度ベクトルであり、

厳密には 110 fl、あるいは 110 f 2が算出された後でないと決定することができない。

しかし、それぞれのたわみにより発生する対象物の姿勢変化量を微小とすると、残り

の7 ニピュレータの関節角を利用することにより予め近似値として求めておくことが

できる。ここで式 (2-16)を式 (2-17)のように書き直す。

H 11 0 ' P 12m g (2 -17) 

但し

H ' [ 0 P 12K1Vfl 0 P 12K2Vf2 1 

とする。これにより、力学的拘束条件を関節角ベクト Jレで表現することができた。従

って、幾何的拘束条件と組合せることにより、関節角空間内の部分空間として、可動

空間が算出できる。
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力学的拘束条件

片方の 7 ニピュレークのみがパヰとして存在する核合

HL'> e = P12m g'， H = [ 0 P12K，Vfl 0 P，ZKZV{Z J 

両方の 7 ニピ A レータがパヰとして存在する場合

F i g. 2. 12 力学的拘束条件
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2. 3. 4 関節角空間内の可動空間

幾何的拘束条件、力の釣合条件を用いることにより、マニピュレータの可動空間が

算出できる。この結果、 7 ニピュレ-)のいくつの関節を任意に動かせるかが明らか

となる。

式 (2づ 3)と式(2-11)を合せると

1
1
1
1
1
1
1
」σ

。m
 

n
u
z
 

L
 

P
A
 

r
i
l
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-し

nu 
A
U
 

υv 

竜
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' (2 -18) 

が得られる。但し
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U
V
 

1
 

これより

11 e = c + (1 - W' W) Y = c + P n~ y (2 -1 9) 

P nw = 1 - W'W 

c=r[pJmgl 
として機構の各関節の可動空間が算出できる。 cは定数ベクトノレで、物理的には重力

による弾性部のたわみである。従って可動空間の考察においては無視して良い。 Y E 

R(肘 n+mf河口は任意ベクト Jレである。 P n~' ;j: Wのカーネルへの直交射影行列で、行

列 Pn~の縦ベクトルの張る空間のランクを s とすると、 s は、自由に動かすことので

きる関節の数と一致する。これは式(2-19)において、 yがいかなるベクトルであって

も、 11eは P n~の張る空間内、即ち s 次元空間内のベクトルとなるからである。

次に、自由に動かすことのできる関節の選択法を示す。まず、式 (2寸 9)の連立方程

式の中から適当な s個を取り出し、これを新たに

l1e.=Ay+c. (2 -2 0) 

と置く。但し C 5は定数ベクトノレであり、 A E R SX  (国+ドmれ おのとなる。この時 A のラ

ンクが sであれば任意の 11e sに対応した yが必ず存在する。従って、 Aのランクが

sとなるように選ばれた 11e 5の要素は任意に動かすことが可能である。また、残り

のm+n+mf+nf-S個の関節については、以下のように算出できる。式 (2-19)式

から式 (2-2 0)を除いた m+n+mf+nf-S個の連立方程式の係数をみると、これは

行71JAの筏ベクトルの線形手口として表される。従って、 11e •の各要素の線形和で 4
0の残りの関節角値が求まる。

このことから、ある姿勢が与えられた時、式 (2-2 0)の A が 7 }レランクとなるように
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固定する関節を予め選んでおけば、d.0 .= 0とした時、d.0の全ての要素も 0となり 、

完全に機棒が固定されたことになる。つまり、式 (2-2 0)のAをフルランクとする os 

を機栂を代表する関節として選ぶことができる。

式 (2-20)では、予め初期姿勢が与えられた場合において、機械を代表する s個の関

節の数とその選択法を示した。初期姿勢が与えられていない場合の s個の関節の選び

方に関しては、もはや一般的な決定法はない。しかし、閉ループ機檎が退化状態にな

い、即ち Wがランク落ちしていない初期姿勢において o•が決定されていれば、 W の

ランク港ちのない閉ループ系の姿勢は o• の 設定により一意に決定できる。 W のラン

ク落ちは、伊lえば 2つの 6自由度 7 ニピュレータの協調において、片方のマニピュレ

ータが退化状態となった時などに生じるが、本論文ではマニピュレータが特異姿勢と

なったり通過したりすることは想定せず、 o•の決定により閉ループ系の姿勢が一意

に決定できる場合のみを扱うこととする。この前提により、 s個の関節値が与えられ

るとこれに応じて残りの関節値が決定される。即ち

。= 0 (0 .) (2 -21) 

となる。式 (2-21)により機棺の全ての関節値が決定されるので、これにより閉ループ

中に定義された対象物座係系への座係変換行列が求まり、対象物座標系の位置、姿勢

が決定される。

x = x (0 ) 

この手法については、 DH!己法を用いた手法が代表的なものであり、 [Paul 1981]な

どに詳しい解説があるので本論では省略する。
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2. 3. 5 対象物座掠系の可動空間

本項では、 2つの 7 ニピュレータ先端で把持された対象物を、 6自由度方向に動か

すための機格的条件についての考察を行う。 2. 4の逆運動学計算は、この可動空間

内に誤差ベクトノレが存在することが前提となる。

対象物位置、姿勢の微小変位と関節角ベクトルの微小変位の関係を表すヤコビ行列

J。を定義する。

1'. x = J 01'. 8 (2 -2 2) 

これに式 (2-19)を代入すると

ιx = J 0 c + J 0 P n~ y (2 -23) 

を得る。式 (2-23)の右辺第 l項は、可動空間の算出を行うに当っては定数ベクトルと

みなしてよい。従って、右辺第 2~頁のみに着目する。任意ベクトル y により作りだす

ことができるベクトル J0 P nw Yは、行列 J 0 P n....の縦ベクト Jレの張る空間の要素とな

るので、対象物を 6自由度方向に動かすことのできる条件は、 J0 P n，"，のランクが 6

となることである (Fi g. 2. 13)。

J 0 P n....のランクが 6であるには、 J。のランクが 6、 Pnwのランクが 6以上となる

ことが必要である。 J。のランクが 6となることは、それぞれのマニピュレータが各

々等価関節を含めて先綿で 6次元方向の機構的自由度を持つことを意味しており、 P

nwのランクが 6以上であることは、概念的には 6つ以上の関節の値を任意に設定する

ことが可能であることを意味する。 2. 3. 4で述べた機構を代表する関節として、

少なくとも片方の 7 ニピュレータの 6自由度を選択することが可能であれば、これら

2つの条件を満たすことができる。従って、式 (2-19)の中の片方のマニピュレータの

6関節に対応した行を利用して生成した式 (2-2 0)の行列 Aのランクが 6となることが、

対象物を 6自由度方向に動かすことのできる条件となる。

この条件を基に、先繍の対象物座標系が 6自由度を有するための最低限の条件、J!n
ち等価関節を含めた機構の自由度が 12の場合の条件を求める。この条件は、例えば

5章において 2台の産業用ロポットの協調を実現する際に利用できる。

等価関節を含まない自由度が m、 n(m， n ;:;; 6)の 2つの 7 ニピュレータを例にと

り考察する。まず、それぞれのマニピュレ -1先端における自由度が 6であることが

必要となるので、①それぞれの 7 ニピュレータ先端には、重量低 6-m，6-n個の等価

関節で表されるパネが付加され、更に m個の関節と 6-m個の等価関節、 n個の関節

とn-6個の等価関節からなるそれぞれのマニピュレータのヤコビ行列のランクが 6

であることが必要となる (Fig.2. 14)。この 6-m個 のパヰと 6-n個 のパネが共通の弾

性体空間を有すると、式 (2-11)からもわかるように、共有される弾性空間の次元の数

だけ自由度が低下するため、閉ループ系の自由度が 6よりも小さくなってしまう。従

って、②それぞれの 7 ニピュレ ータ先端 のパネは共通の様性空間を持たないように記
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置されていなければならない。逆に、①、②が共に満たされていれば、片方の?ニピ

ュレータの 6自由度を指定した時、残りのマニピュレータの位置、姿勢が一意に決定

されるので、対象物座係系の可動空間は 6となる。これより、それぞれの?ニピ A レ

ータが等価関節を合せてそれぞれ 6自由度ずつを有している場合には、条件①、②が

必要十分条件となる。

また、これらの条件から、 2つの 7 ニピュレータの等価関節を除いた関節数の平日は

6以上必要であることが分かる。これは、関節数が 6より少ない場合、等価関節の数

が 6よりも大きくなり、必然的に共有の弾性空間が発生してしまうことから明らかで

ある。しかし 、これらの等価関節を 除いたそれぞれのマニピュレ -7の対象物座標に

おける可動空間の和は 6自由度全てを覆っている必要はない。このことは、両方の 7

ニピュレータが共に同じ平面内の水平多関節型 7 ニピュレータのような場合にも、上

記の条件①、②を満たしていれば対象物を 6自由度方向に動かすことができることを

表している。

除何的問実..，字企鴻たす!ZI¥.， (Jet:. 9-0) 

(Hll. 9-Pl1mg') 
マニピュレ ータの

可動室筒

F i g. 2. 13対象物座係系における可動空間

rank(J l)=rank( J 2)= 6 
6-m 6-n 

F i g. 2. 14 対象物の可動空間が 6となるための条件
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例えば Fi g. 2. 15の 2次元平面の湯合 、それぞれのマエピュレータは共に x方向にしか

自由度を有していないが、 7 ニ ピュレータ先綿は y方向へも動かすことができる。こ

の理由は、お互いのマニピュレータの弾性体空間同士が作業座際空間内では術空間の

関係にあっても(Fi g. 2. 15の例では 、 それぞれのマニピュレータの磁性体空間は 7 ニ

ピュレータ先端リンクに対して霊直方向となっており、 2つの弾性体空間が一次独立

となっていることを意味する) 、 それぞれのマニピュレータが先端で 6自由度を有す

るための等価関節以外の関節の張る空間の基底は同じとなる場合があり得る(Fi g. 2 

15では、それぞれの 7 ニピュレータが 2自由度を有するための条件として、それぞれ

の等価関節に対する補空間として、両方のマニピュレータ共に x方向をとることが可

能であることを意味する)からである。

次に、弾性部を含む一般の閉ル ープ機構における条件を考察する。

まず、それぞれのマニピュレータの蝉性体空間が共通の空間を持たず、しかもどち

らかの、あるいは両方の 7 ニピュレータの自由度が 6よりも大きくなった場合を考え

る。この場合 には、幾つかの関節を固定して上の条件①、②を満たすことが可能であ

れば、対象物の可動空間の次元が 6となる。等価関節以外の関節が増加した場合には、

基本的には制御は行いやすくなるので、この結果は当然といえる。

パネの次元が地加した場合、即ち等価関節が増加し共通の弾性体空聞が発生した場

合の関係については、直感的には幾つかのパネを除いた結果が条件①、②を満たして

いればよいと考 え られる。これは、もし幾つかのパネを除いた状態で条件①、②が満

たされれば 、 この状態でパネが追加されたとしても 、式 (2-11)から閉ループ系の自由

度は低下は低下しないからである。但し、追加されたパヰによって、関節角空間内の

可動空間は変化するので、厳密には式 (2-23)の J0 P nwのランクが 6となるかどうか

を調べる必要がある。

Lx 
-L ~ 
- r 

4唾一一一一

F i g. 2. 15両方の 7 ニピュレータが弾性空間を共有する場合
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2. 3. 6 運動学計算例

次に、先端にそれぞれ 6次元のパネを有する 2つの 6自由度 7 ニピュレータが物体

を把持している場合の運動学計算例を示す。この時の閉ループ系の自由度は、両方の

7 ニピュレ-:'1が共に退化状態でなければ 12となる。この 12の関節として、片方

の7 ニピュレータの 6関節と 6つのパネのたわみが指定された場合と、両方のマニピ

ュレータの 6関節ずつが指定された場合について、以下に計算例を示す。

計算例 1 (片方の 7 ニピュレータの関節角とパ不のたわみが指定された場合)

2つの 7 ニピュレータ 1、 2のうち、 7 ニピュレ-:'1 1の 6つの関節 ell-e 1.と

elf1-elf.が指定されると (Fi g. 2. 16)、対象物の位置、姿勢は単独の 7 ニピュレー

タと同様の手順で算出できる。但し関節角の添字の左側数字は 7 ニピ品レータの番号

を表し、右側は関節の番号を表す。また fは等価関節であることを表す。

x = f (e 1. e fl) 

e 1 = [ e 11 e 12 e 13 e 1‘e u e ，. 1τ 

e f1 = [ e 1f1 e 1f2 e lf3 e 1f< e 10  e 1fるjT

残りの 12の関節に関しては、まず、式 (2-16)から

e f 2 = K 2-
1 K 1 (m g - e fl) 

として ef 2が算出される。但し P 12= 1、 V れ=1、V f 2= 1である。これにより、 7 ニ

ピュレータ 2の 6つの関節に対する手先の位置、姿勢が求まるので、単独の 7 ニピュ

レータの場合と同様の手順で e2が決定される。

f i 
F i g. 2. 16 片方のマニピュレータの関節とパネのたわみが指定された場合
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計算例 2 (両方の 7 ニピュレ ータ の関節が指定された場合)

2つの 7 ニピュレータの関節角値 0 ぃ() 2が指定された場合 (Fi g. 2. 17)を考える。

対象物座標系を Z。とし、それぞれの機構の弾性部にたわみが全くない場合の 7 ニ

ピュレークエンドイフェクタ座標系 L1、 L2を E。と同じとなるように設定する。ま

た、たわみが生じている時の 7 ニピュレータエンドイフェクタ座標系を L1 、 L2・と

する (Fig.2. 18)0 L ピと L2 の相対的な位置、姿勢の変位は、 2つめ 7 ニピュレータ

のそれぞれの 6関節が与えられれば計算することができる。 L2'から Eピへの微小変

位を Z。において表示したものを()fとする。但し、()fの各成分は微小とする。この

時、()fと 0ι、()f2の関係は

()f1-()f2=()f 

である。これと、式 (2-16)のカの釣合条件式を連立することにより

() fl = (K 1 + K 2) -1 (m g・- K 2 () f) 

() f 2 = (K 1 + K z) -1 (m g' - K 1 () f) 

が得られる。対象物座係系は、 ()1. () f 1と同時変換行列を利用することで算出できる。

ピ/伊半f口正4ド夫、

エ よ
F i g. 2. 17 両方の 7 ニピュレ ータ関節 が指定された場合

一ノム

、¥
1
1
J
/

戸
f

レャ

/
f
L
 

Fig. 2. 18 2つの 7 ニピュレータ先端の座係系
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2. 4 協調系の逆運動学

本節では、閉ループ系中に存在する対象物座標系の達成可能な百探位置、姿勢が与

えられた場合を想定し、逆運動学計算法について示す。

対象物に巨標位置、姿勢が与えられた時の各関節舗は、機構が冗長自由度とならな

ければ

8sd;  f -l(Xd) 

8 d ; g ( 8 s d) 

(2 -2 4) 

(2 -25) 

によって一意に算出できる。但し、 X dは対象物の目標位置、姿努、 8.dは閉ループ

機構を代表する関節角を要素とするベクトルで X dを達成することのできる解を、。 d

は閉ループ系の全ての関節角を要素とするベクトルで X dを達成できる解をそれぞれ

表す。これらの式を解析的に解くことができるかどうかは、マニピュレータの関節配

置、機絡を代表する関節の選び方に依存している。一般の 7 ニピュレータでは、逆に

解析解を得ることができるよう関節配置の設計を行うことが好ましいとされているが、

本論文が対象とするような力学的拘束が付加されるような機構においては、一般に収

束演算が必要となる。

さて、これまで行われてきた 6自由度の剛体マニピュレータ同士の協調制御系にお

いては、例えば、 2つのマニピュレータをそれぞれ A， Bとし、機構を代表する関節

をマニピュレータ Aの 6関節とすると、マニピュレータ Bの 6つの関節角が 7 ニピュ

レータ Aの関節角値の関数となる。このように片方の 7 ニピュレータの目標関節角を

もう 1方の 7 ニピュレータの関節角の関数として求めておくといった形態が、リーダ

/フォロワ型の形態 として研究されてきた [Alford 1984]. [Zheng 1986]. [Tao 1987] 

(但し動力学を考慮した場合のリーダ/フォロワは別の意味を表す) 0 [Alford 1984] 

では、マニピュレータ Bの位置を対象物の目縁僅からでなく 7 ニピュレータ Aの現在

の関節角からリアル・タイムで算出することにより、マニピュレータ Aの基準座標系

における誤差に影響されずに 7 ニピュレータ Aとの相対位置、姿勢を目標値に保つこ

とができ、対象物に過大な内力が加わることを防ぐことができることが主張されてい

る。

しかし、機構に弾性部が存在する場合、あるいはマニピュレータが冗長自由度を有

する場合には、 (2-16)の逆変換はもはや l対 lとはならず、解は無数に存在する。こ

のような場合に考えられる手法の最も簡単なものとして、 6つの関節のみを利用し、

残りの関節は固定しておく方注が考えられる。伊lえli両方の 6自由度 7 ニピュレータ

A， Bが共に 6次元の弾性体空間を有する閉ループ系の湯合、冗長自由度が 6 となる

ので、予め 7 ニピュレータ Aの 6つの弾性部のたわみを決定しておくことにより、逆

運動学の解を一意に決定することができる。これを利用することにより、できるだけ

マニピュレ-:;先端に力がかからないような解、あるいは対象物に加えるべき巨撲内

力を達成することのできる解を得ることができる。この考え方は 3章の動力学を考慮
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した制御系設計において用いられている。

一般に冗長自由度 7 ニピュレータの逆運動学では、評価関数とヤコビ行列の疑似逆

行列を用いた収束演算法 [Klein 1983]が用いられている。この手法は分りやすいが、

得られる逆運動学解は収束演算の初期値に大きく依存しており、逆運動学解の最適性

という点ではほとんど意味がない。このため、大銭的な逆運動学の愚適解を得る手法

として非線形速立方程式 [Chang 1986]が提案されている。以下にこの 2つの手法を簡

単に説明する。

l) 擬似逆行列を用いた逆運動学計算

対象物の目標位置、姿勢と現在位置、姿勢の変位l1xは常に実現が可能、即ち対象

物の可動内に存在することを前提とし、収束演算を行なう。対象物の目標位置、姿勢

を X d、現在位置、姿勢を xとすると、現在位置、姿勢を目標に近づけるための関節

角変位は式 (2-22)より

l1 () = J 0" ( X d - x) + (1 -J 0" J 0) Y (2 -2 6) 

として得ることができる。ここで yは任意ベクトルであり、これを用いることにより

局所的な最適解を得ることができる。極大化したい評価関数を P1 (())とすると

。Pl
Y = k一一一一ーa 8 

(2 -27) 

但し kは正定数、として yを決定することにより最適な微小移動量が決定される。こ

れにより得られるl1()を用いて 0を更新し、 運動学計算により新たな対象物位置、姿

勢を求め、目標値との誤差が許容範囲内に入るまで計算を繰返すことにより、逆運動

学解が得られる。しかし、評価関数に対する最適解を得るには、手先位置が目標位置、

姿勢を達成した後も、 7 ニピュレータの姿勢が収束するまで演算を繰返す必要がある。
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2) 非線形速立方程式による解法

[Chang 1986)では、とんな冗長自由度ロボ yトにも適用できる逆運動学の忌適解の

算出法を提案している。まず、手先の達成すべき位置、姿勢ベクトルを xとし

F(8)=f(8)-x=。 (2 -2 8) 

とおき、更に最小化したい評価関数を H (8) (但し、これは姿勢のみの関数として表

せるものとする)とおく。また、ラグランジェ関数を

L (8) =λTF(8)+H(8) (2 -2 9) 

とする。 Lが最小化される点では

8L/88=λT8F/88+8H/88=O (2 -3 0) 

が成立つ。ここで右辺第一項の 8 F /88はヤコビ行列 Jを表している。 Jは JE R n 

xmで、 nは 7 ニピュレータの関節数、 m は位置、姿勢の目標ベクトルの次元である。

h=[8H/881 ・・・ 8H/88n Fとおくと式 (2-30)は、

J Tλ=  -h (2 -31) 

となる。ここで、 λER図、 mく nであるから、 JTから、 m個の一次独立な行を取り

出し、これにより新たに正方行列 J'"を作ると、

λ= ーJm -1 h m (2 -32) 

として、 λを求めることができる。但し h"，は、 J'"を取り出した行に対応する hのm

個の要素からなるベクトルである。ここで Jの残りの n-m個の行からなるベクトルを

J n-mとし、式 (2-31)に代入し、整理すると

Jn_.， J"，-lh.，-hn-"，= 0 (2 -33) 

がi専られる。 hn-mは、 Jn-"，Iこ対応したベクトルである。

式 (2-28)からは m個の式が、式 (2-3 3)からは n-m個の式が得られるため、 n個の

関節角を全て決定することができる。本手法は、 7 ニピュレータの機構、自由度の数

によらずに適用できるため、手法としては一般性を持つ。
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2 5 まとめ

本節では、弾1生部を含む 2つの機構が lつの対象物を先端で把持した場合における

機構の運動学、逆運動学手法を示した。

2. 2では向l性行列により表現される機構を弾性体空間と剛体空間に分離すること

が必要であることを述べ、剛性行列の対角化手法を利用して分離を行なった。更に弾

性体空間には、たわみに対応して、その次元の数の等価関節を導入することを提案し

た。

2. 3の運動学においては、機構が閉ループ系を構成することから、まず機構の有

する自由度について考察し、機構を代表する関節の選び方を示した。 5車性部を内部に

含む閉ループ機構に等価関節モデルを利用することで、幾何的拘束条件を単純に表現

することが可能となった。これに力の釣合条件を加えることにより、機楊の自由度、

関節の選び方を示した。また、対象物座係系の可動空間が 6次元となるための条件に

ついての考察を行った。

それぞれの 7 ニピュレータ先端の弾性体空間が交わりの空間を有すると、目標とな

る対象物座標系に対して機構が冗長自由度となる。これに対する手法として、いくつ

かの関節を予め固定しておく方法、ヤコビ行列を用いた収束演算手法 [Klein 1983]、

非線形連立方程式による解法 [Chang 1986]を示した。冗長自由度を積極的に利用する

必要がない場合には、予め冗長自由度とならないよう、いくつかの関節値を固定して

おく方法が簡単であるが、最適化を図る場合には評価関数を用いた収束演算、あるい

は非線形速立方程式解法が必要となる。

3章以降の制御系設計においてはマニピュレータ先端で目標力を発生するようマニ

ピュレータの目標位置、姿勢を決定している。これは逆運動学計算において弾性部の

たわみを指定する手法となっている。
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3. 1 はじめに

本章では、岡IJ!生行列でモデル化された 7 エピュレータの動力学を考慮した搬送制御

のための協調制御系の設計を行ない、その正当性をシミュレーションにより検証する。

なお、剛性行列の考慮された 7 ニピ A レ-:7を強↑生 7 ニピュレ-:7と呼ぶ。

本章では、剛性行列を弾性空間と剛体空間に分離することはしない。運動学におい

ては、機構がある一定量動けるか否かが問題となったため、その剛性の大きさが重要

となった。しかし制御においては、目標力の発生ができるかどうかが問題であり、こ

れには剛↑生の大きさは影響しない。従って、本章では、 7 ニピュレ-:7先端に 6次元

のパネが付加されたモデルを対象に制御系の設計を行なうこととする。

まず 3. 2において、剛体 7 ニピ A レータにおける幾つかの制御手法を紹介し、そ

れぞれの特徴を述べ、/iijll性行列を考慮した制御手法にどの制御形態を利用するかを決

定する。 3.3-3.5において、これまで行なわれてきた剛体 7 ニピュレ タの設

計手Ii債を示す。

3. 3では対象物に対する目標軌道をどのように指定するか、また目標軌道を実現

するために必要となる力の算出を行なう。

3. 4では、 3. 3の結果得られる力を各 7 ニピュレ ータに配分するすヒめの手法に

関して、これまでの研究を紹介する。これまでの手法はある評価関数の基に力の最適

な配分を行なうものであったが、本節では更に 6次元空間の各方向毎に力の配分を行

なうという手法を提案する。この手法はそれぞれの方向に対するそれぞれの 7 ニピュ

レータの役割が明確な場合に非常に便利である。

なお 3. 3、 3. 4の内容は、剛性行列を考慮した弾性マニピュレータの協調和j御

においてもそのまま適用される。

3. 5では、剛体 7 ニピュレータ同士の協調制御系の設計を行ない、フィードパッ

クゲインと誤差の収束の関係を求める。動力学を考慮した協調制御系を提案した研究

例は非常に多いが、系の安定性を示したものは [Arimoto 1987]が観られる程度であり、

フィードパ y クゲインと誤差収束の様子との関係を示した研究はみあたらない。 3. 

5節では、制御員11中のフィードパックゲインと誤差システムの関係を明らかにし、フ

ィードパックゲインをリアルタイムで変更することにより、誤差 y ステムの線形化、

極配置を行なう。

3. 6では 3. 5の結果を弾性 7 ニピ A レータ同士の協調制御に拡張する。制御系

の基本的な構成は 3. 5と非常に類似しているが、マニピュレータの目標位置、姿勢

の算出法が異なる。同11体マニピュレータにおいては関節で発生したトルクがそのまま

マニピュレ ー タ先端のカとして伝達されるが、弾性マニピュレ ー タでは弾性部のたわ

みを介してしか伝達されないからである。このため、先端で発生することのできるカ

にも新たな拘束条件が付加される。

3. 7では 3. 6に示した協調制御員11を用いて、 2台の 3自由度水平多関節型 7 エ

ピュレータを用いた協調制御ゾミュレーションを行ない、告11¥卸1111の妥当性を検証する。
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2掌の運動学では 2本の 7 ニピュレータを想定したが、本主主で設計される制御系は

ー般の n本の 6自由度 7 ニピュレータにおいても適用できる。なお、 7 ニピュレ -11

は特異点を通らず、ヤコビ行列の逆行列が常に存在するものとする。

なお、本主主の構成と協調制御系設計手順との関係は Fi g. 3. 1 (a)ベb)の通りである。

剛体マニピュレータと弾性 7 ニピュレータの場合で 7 ニピ A レ-11目標軌道の算出が

若干異なっている。

3. 3 ，-一一一一一一一一一一一一一一

ヒーーーーーーーーーー ーーーーーーーーーーーーー--ーーーーーーーーーーー-----ーーーーーーーーーーーーーーーーーー ー ーー ーーーーーーーー-，-ーーーーーーーーーー一一ーーーーー

3. 5 

指令トルク 指令トルク

( a )剛体マニピュレータの協調制御系設計
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3. 3 ，一一ーーーーーーーー一ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー 一一ーーーーーーーーーーーーーー 一一一ーーーーーーーーー-ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー.

3. 3. 1 

3. 4 

3. 6 

3. 6. 1 

3. 6. 2 

指令トルク 指令トルク

( b) ~単位 7 ニピュレータ協調制御系設計

F i g. 3. 1協調制御系設計手)1頂
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3. 2 協調制御手法の考察

3 2. 1 閉ループ機栂とオープンループ機楕

協調制御系は閉ループ機械を構成する。 2章では閉ループ機構を対象とした運動学

の解析を行ない、機構の自由度、可動空間の算出法を述べた。動力学を考慮する場合

にも、閉ループ機慌を対象とした制御系設計を行うことが可能である ([Tarn 1987)) 

(Fig. 3.2)0 [Tarn 1987]では一般化座標系として閉ループ系を代表する関節を選び、

Lagrange方程式を用いてトルヲ計算を行なっている。

機構を lつの閉ループ系として捉えた場合の指令トルクの算出は以下のように行わ

れる。ここでは 2つの 6自由度マニピュレータを想定する。まず、対象物に加えるべ

き目標力 Fdを発生するための各関節の目 標トルクを求める。 2つの 7 ニピュレータ

が先端で発生する力をそれぞれ F 1、 F2とすると

τ1= J1TF， 
τ2=J2TF2 

である。但し Jiは対象物座線系の 7 ニピュレ -j i関節角座標系に対するヤコビ行

列、 τ L τ zは 2つの 7 ニピュレータの各関節のトルクを要素とするベクトルとする。

また、対象物に加わる力 Fは

F = F且+ F 2 

であるから、

F = J ，-Tτ 1 + J 2-Tτz 

= J fτ 

但し

J f = [ J 1 -T J 2 -T ] 

τ=  [τJτ2  T JT 

( 3-1) 

となる。 Jf E R 6x 12となるので、対象物への目保力 Fdが与えられた時、式(3-1)か

ら得られるトルク rは

τ=  Jf+Fd+ (1 - Jf+Jf)Y (3-2) 

となる。但し Jf +は Jfの疑似逆行列で、 yは任意ベクトルである。冗長自由度系に

おいては、ある評価関数が最適となるよう yを決定し、 τを算出するのが一般的であ

る。以上が閉ループ系として機構を促えた場合のトルク算出手)1闘である。

しかし、協調制御系においては、この冗長自由度項を利用して対象物に加える内力

を陽に指定したい場合が非常に多い。更に多指ハンドによる対象物の操り、あるいは

多足の歩行ロボ y ト等においては、対象物の合力のみではなく Fぃ F2にも拘束条件
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が付加される。これに対 して式 (3-2)の yと内力の関係は、式 (3-2)からは明らかでは

ない。つまり、式 (3-1)を基にした設計では、協調制御において非常に重要な役割を

担う内力の指定が防に行ない難いという欠点がある。

協調系の運動学においては、機様を代表する関節が存在し、 2つの 7 ニピュレータ

の全ての関節角値はこれらの関節によって表現することができた。この特性は、機構

を閉ループ系とみなすことにより明らかとなり、 2つのマエピュレータに分断して独

立に考えるという意味はな ¥¥0 これに対して制御系設計では、対象物の目標軌道を達

成すると同時に対象物に加わる内力も制御する必要がある。式(3-2)を基にした閉ル

ープ機構を対象とした設計は、対象物の運動の実現のみを目的とした場合には利用可

能であるが、目標内力を達成するためのトルク計算には不向きである。従って内力の

制御が必要な協調制御系の設計においては、 2つのマニピュレータが独立に対象物に

力を加える、といった捉え方が適当である (Fi g. 3. 3)。

@一一一ーも

r i 
F i g. 3. 2閉ループ機棒としての捉え方

ザ介f口正夫、

1 1 
Fig.3.32つのオープンループ機梼としての制御対象

本章では、機構をこのように 2つの独立したマニピ A レータから格成されるという

捉え方に立ち、制御系の設計指針を示す。



』一、F

3. 2. 2 協調制御手法の考察

本節では、 トルク制御を前提とし、これまで剛体 7 ニピュレータ同士に対して行な

われてきたいくつかの協調手訟を取り上げ、それぞれの手法の比較を行なう。

剛体機構では、 7 ニピュレータのアクチュエ ータに発生する力がそのまま先端に伝

達される。従って 2つのマニピュレ ータを共に 高いサーボ剛性で位置制御すると、対

象物に過大な内力が生じてしまう。過大な内力を発生せず対象物の位置決めが可能な

協調制御形態として、これまで提案されたものを分類すると、次の 3つの手法に大別

できる。

(1)両院の制御系にサーボ剛性の低い PD制御を利用し、両腕を位置制御する。

(2 )片方の 7ニピュレ ー タを高いサ ー ボ岡IJ!生で位置制御し、もう一方のマニピュレ

- :;を、内力が過大とならないよう力制御する。

(3) 両方の 7 ニピュレ タを、対象物に対する目標内力、位置決めが達成されるよ

う位置制御する。

(1)は仮想目縁値法と呼ばれる手法、 (2)はリーダ/フォロワと呼ばれるもの、 (3)は近

年最も一般的な両者同等の制御と呼ばれるものである。以下のこの 3つの手法を説明

する。



~ 

(1) 仮想目標値法

(1)の両院のサーボ剛性を下げ、両腕を位置制御するという手法は、[黒野 19 7 5]に

別用された手法であり、協調制御のはしりであった。この論文では、例として片手で

は把持することのできない大きさを持つ円柱を、 2腕で搬送する作業が説明されてい

る。両方の腕の目標値を円往の中央に設定することにより、それぞれのロポットアー

ムには円柱の半径に相当する位置偏差が常に生じるため、両腕がそれぞれの円柱を押

す(Fig.3.4)。これにより、両腕による把握が達成される。この目標値を移動させる

ことにより、円柱を把握したままの搬送作業が達成される。この手法の利点としては、

両腕ともに位置制御が利用可能なので、実現が比較的容易であることが上げられる。

また、欠点としては、外乱によって対象物が落下する恐れがある、対象物、マニピュ

レータの勤特性を考慮していないため、運動中に目標軌道から遅れを生じる、対象物

の外力に対する剛性を高めることができない点などが上げられる。本手法は協調制御

研究の非常に初期のものであるが、コンピュータの発達で演算時間に対する制約がな

くなりつつある今日では、これを利用した研究はない。

日〉:.ー.三国

F i g. 3. 4仮想目標値法による協調制御
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(2) リーダ/フォロワ

この手法は [Nakano 1974]. [Ishida 1977]などに採用された手法である。対象物を

把持した 2つの 7 ニピュレ タの片方をリーダ、もう一方の 7 ニピュレータをフォロ

ワとする。まず、対象物の目標位置 、姿勢を達成するためリ ーダの 7 ニピュレータを

位置制御する。リーダの動作によりフォロワとリ ー ダの聞に位置偏差が生じ、内力が

変動する。この内力が目標値となるよう、フォロワの位置を矯正することにより、対

象物の綴送と目標内力が実現される。ここで説明した手法は、それぞれの 7 エピュレ

ータに対してリーダ/フォロワのどちらか一方の役割が割当てられているが、この役

割をより一般化した手法として、ハイブリ yド制御を利用した [Mason 1982]の研究が

ある。この手法は 、それぞれのマニピュレ-)に対して、上述の リーダ/フォロワの

役害IJを作業座標系の各軸方向毎に割当てるというものである。リーダには位置制御が、

フォロワには力制御が割当てられる。

伊!として Fi g. 3. 5を考える。 2つの 7 ニピュレータが対象物を ri g i dに把持し、搬送

を行うとする。また、簡単のため対象物を質点とし並進の 3自由度のみの自由度を考

える。まず x方向について、どちらかの 7 ニピュレータをリーダ、もう一方をフォロ

ワと決定する。例えばマニピュレータ lをリ ー ダとすれば、 7 ニピュレータ 1の x方

向に位置制御モードを割当てる。これに応じてマニピュレータ 2の x方向には力制御

モー ドを割当てる。問機に y、 z方向に対してもリーダ、フォロワを割当てていくこ

とにより、対象物の位置決めと目標内力が実現できる。 Fi g. 3. 5の例では、 7 ニピュ

レ-)1は X. Z方向にリーダとして位置制御され、 y方向には 7 有ロワとして力制

御される。 7 ニ ピュレ ー タ 2は X. Z方向にフォロワとして力制御され、 y方向にリ

ーダとして位置制御される。但し、図中の実線は位置制御方向を、点、線は力制御方向

を表す。これにより、直交基底の全方向に対して、位置制御が綴合せず、しかも必ず

機構のどれかが目標位置を達成する系を実現することができる。

マニピュレータ 1 マニピュレータ2

一一〉力制御モード

一一〉 位置制御モード

F i g. 3. 5ハイブリ y ド制御を応用した協調制御
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この手法において、片方のマエピュレータが全ての方向に位置制御され、残りの 7

ニピュレータが全ての方向に対して力制御されるのがリーダ/フォロワ型と呼ばれる

制御形態であり、ここで示した手法は、リ-7/フォロワの概念、を方向毎に害IJ付けた

ものである。

対象物の外力に対する剛性は位置制御されるマニピュレータのサーボ剛性により決

定される。もし、この位置制御に PD制御を利用し、しかも日以外の内力を指定する

場合には、対象物が目標位置、姿勢からずれた場所で位置決めされてしまうことが指

摘されている [Ki m 1990]。このため、正確な位置決めを行なおうとすると、位置制御

側コントローラの位置制御に PID制御を利用するか、 PD制御の指令に内力を打消す

ための指令を加える必要がある。本手法は対象物を高剛性で保持することができ、し

かも内力の目標値が陽に記述できる。しかし、動力学の考慮はなされておらず、対象

物を運動させた場合、内力の変動が大きくなる可能性がある。 [Ishida 1977]では、

この手法において位置制御される 7 エピュレータに動力学補償を加えた制御系をリ-

f/フォロワ型の協調制御形態と定義している。なお、フォロワにも目標、値を与え動

力学繍債を行うという手法は 3. 2. 3に示す制御形態の力配分を極端に設定したも

のと等価となる。



、--

(3) 両者同等の制御

本手法が近年の研究では最も一般的なもので、それぞれのマニピュレ-')が対象物

の目標位置を達成しながら、目線内力を発生すべく制御される形態である。

まず、対象物の加速度軌道実現に必要な力を、それぞれの 7 ニピ A レータに配分す

る。それぞれの 7 ニピュレータは、対象物の目標軌道から計算される自分自身の目標

軌道を達成するためのトルクと、配分された力を発生するためのトルクの和により制

御される (Fi g. 3. 6)。 X1γ
月

jX
2d

F2d 

( a )両腕同等の制御手法

( b )制御系の構成

F i g. 3. 6両院同等の協調制御

この手法では対象物の動力学が補償され、しかも目標内力と、外力に対する対象物の

剛性を独立に設定することが可能となる。このため、多指ハンドなどにおいては、固

く把握して柔らかく挿入する、あるいは柔らかく保持して外力に対しては高剛性を実

現することができる。近年の協調制御研究はこの形態の制御系を利用したものが主流

である[内山 1983].[古田 1987].[Zheng 1988]。本手法の詳しい制御系設計手Ii慣は 3

4 -3. 5に示されている。
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(1)-(3)の手法の特徴を Tab1 e. 3. 1に示す。動作中の精度では、外乱のない時、対

象物の搬送時における目標軌道からのずれが理論的に生じないものをO、加速、減速

時にずれが生じるがフィードパックのかかるものをA、フィードパックがいっさいか

からないものを×としている。目保内力の実現に関しても、理論的にずれが生じない

ものをO、ずれが生じるとフィードパ y クのかかるものをム、ずれが縞正されないも

のを×とした。実現のし易さに関しては、。は現状の演算能力で十分実現が可能なも

のを、×は実現の難しいものを、ムは実現可能ではあるが動作速度を極端に遅くする

必要がある、あるいは作業座標系の次元を下げれば実現が可能と思われるものを表し

ている。

Table. 3.1 各手法の比較

( 1 ) ( 2 ) ( 3 ) 

制御系 P D位置制御系 ハイブリ y ド制御系 PD位置制御系

+目標力

動作中の精度 × ム 。

内力の変動 × ム 。

実現のし易さ 。 ム × 

L一一一一一一一一

Tab 1 e 3. 1からも分るように、 ( 1 )の仮想目標値法、 ( 2 )のリーダ/フォロワで

は動力学補償が完全に行われないため、搬送軌道実現における誤差、内力の変動が大

きいという欠点を持つ。実現性の点からは、 ( 1 )、 ( 2 )共に動作速度を遅くする、

あるいは作業座標の次元を下げるといった制約を設けることにより、ある程度可能と

なると恩われる。しかし理論的な制御特性は低く、将来的には動力学を考慮 した制御

手法が望まれる。これに対して(3 )の両腕同等な制御形態は、両院の動力学補償が

同時に行われ、しかも内力の制御にも両腕が用いられるので、制御特性は非常に高く、

対象物が加速度運動を行う場合の誤差、内力の変動は理論的には生じない。現状の技

術では、ロボ y トの動力学補償によるトルク制御自体難しく、 ( 3 )の協調手法の実

現は非常に困難であると思われるが、理論的な制御手法の確立は是非とも必要である。

従って、本研究における剛性行列を考慮した制御系設計では、 ( 3 )の両腕同等の制

御法を拡張する。
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3.3 対象物の目 標軌道

本節では、動力学を考慮した制御系の設計を行なうための準備として、対象物、各

マニピュレータハンド座係系の位置、姿勢の表現、対象物の目標加速度軌道とそれに

必要なカベクトルを簡単に説明する。

3. 3. 1 対象物の位置、姿勢の表現

3次元空間における剛体の位置、姿勢の指定として最も 一 般的に用いられている手

法は、基準座標系から対象物重心に固定された対象物座標系への向次変換行列を指定

する方法である。同次変換行列は4x4であるが、その中で独立なパラメータは位置、

姿勢の 6成分である。位置の 3成分については基準座標系における (x. Y. z)座標

を与えればよいが、姿勢のパラメータの指定については様々な方法が提案されている。

姿勢の 3成分を表すパラメータとして、オイラ一角 (Fig.3.7(a))、ロール・ピ y チ・

ヨー (Fig.3.7(b))がある。これらのパラメータは、基準座標系における盗勢を一意に

指定することができるが、実現される軌道がどのようなものかを予め予測しづらいと

いう欠点がある。これに対して [Pau! 1979]では、 2軸回転法と呼ばれる手法を提案

している。これは、対象物の初期姿勢と畳終の目標姿勢の聞の姿勢の変化を、それぞ

れの z軸の共通法線に垂直な面内で z軸のなす角、 z軸回りの回転の 2つの角と、 Z

勃の共通法線ベクト Jレにより表現するものである。この表現はオイラ 一角のパラメー

タと単純な関係にある (Fig.3.8)0 2軸回転法は対象物の搬送中の姿勢が予il(rJし易い

という特徴を持つが、異なる 2軸に同時に角加速度が生じるとお互いが干渉しあうと

いう指摘がある ([Tay!or 1979])0 [Tay!or 1979]では、等価回転軸を用いた軌道生成

法を提案している (Fi g. 3. 9)。これは、 2つの座標系間の相対変位を、原点聞の並進

成分と、 l軸回りの回転のみで姿勢を一致させるための回転車由と回転角によって表現

するというものである。これらのいずれの手法により姿勢を表した場合にも、モーメ

ントの算出には各時刻における f貫性主軸回りの角速度、あるいは対象物座標系原点を

持ち基準座標系と閉じ姿勢を有する絶対重心座標系座標軸回りの角速度が必要となる。

z zl z zl 

x3 

( a ) オイラ一角 ( b ) ロール ・ピ y チ・ヨー

F i g. 3. 7姿勢表現のパラメータ
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Ji 

ぷ〉ψ+手

X 

Fig.3.82軸回転法 ([Paul 1979]) 

Z 

kr 

a 
y 

X 
F i g. 3. 9等価回転車由と等価回転角 ([Talor 1979]) 

例えばロール・ピッチ・ヨー、オイラ一角で軌道が与えられている場合には、それ

ぞれのパラメータの速度成分と、絶対重心座標系各軸回りの角速度の関係は式 (3-3). 

(3-4)となる。

1) オイラ一角
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2) ロール・ピ y チ ・ヨー
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(3-4) 

占X，占 y，δzはそれぞれ X ，y， z軸回りの微小回転を表す。オイラ一角の世、 8、世は

それぞれ z材、 x車由、 z勃回りの回転を、またローノレ ・ピ yテ ・ヨーの世 .e、ψはそ

れぞれ z軸、 y車由、 x紬回りの回転を表す。加速度成分の関係は式 (3-3)、(3-4)の両

辺を更に時間で微分すれば求めることができる。

絶対重心座漂系各軸回りの角速度は積分することができないノマラメータであり、姿

勢を表現するためのパラメ ー タとしては利用できないが、向次変換行列と併用するこ

とにより、利用が可能となる。時刻 tにおける対象物座標系への同次変換行列を T (t) 

とし、この時の各軸回りの角速度を ωとすると、1'.t後の座標系への微小回転行列は

I 1 -1'. tω. 1'. tωy 0 I 
d T ; I 1'. tω. 1 -1'. tωx 0 

卜1'. tωy 1'. tωx 1 0 

I 0 0 0 1 

となる。従って

T(t+l'.t); T(t)キ1'.T (3-5) 

と周次変換行列を更新することで、姿勢を穣分することができる。
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3. 3. 2 ?ニピュレータ目標軌道の算出

対象物座標系に対して目標軌道が与えられた時、 thh調制御に用いられるそれぞれの

マニピュレータハンド座標系の目標軌道の算出法を示す。各 7 ニピュレータは対象物

をrigidに把握しているので、マニピュレータの目標軌道は対象物の目標軌道から一

意に決定することができる。以下に運動学を基に した目標軌道算出法を簡単に説明す

る。

まず、対象物の目標軌道を X d. X d. X dとする。また、基準座標系から対象物座標

系への同次変換行列を T。、対象物座標系から、対象物を ri g i dに把持した 7 ユピュレ

ータハンド座標系への同次変倹行列を。 Thとすると (Fi g. 3. 10)、基準座標系からハン

ド座標系への同次変換行列は

Th; TooTh 

となる。 oT hはri g i dな把持である ことから定数行列となるので、 T。、即ち対象物の

位置 、姿勢を表す同次変換行列からハンド座標系の位置、姿勢 X hdが算出できる。ま

た、ハンド座標系の対象物座標系に対するヤコビ行列を Jhとすると、 J~j立定数行子IJ

であるから

. . 
X hd ; J h X d 

X hd ; J hX d 

としてハンド座標系の目標速度 、加速度が算出できる。

Fig. 3. 10 ?ニピュレータハンド座標系と対象物座標系

(3-6) 

( 3-7) 

剛性行列を考慮した協調制御においてはこの値に更 にパネのたわみを考慮する必要

がある。これについては 3. 6に示す。
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3. 3. 3 対象物の運動に必要な力

対象物の運動に必要な力は、 Newton-Eulerの運動方程式 (3-8)として算出できる。

Fd=Mxd+φ . . . 
Xd=[XdYdZdωxdωydω. d 1 T 

( 3-8) 

「
1
1
1
1
1
J

n
u
y
h
 

仰
い=

 
M
 

M・= diag(m m m) 

l' = R 1 R T 

1 = diag( 1 x 1 y 1.) 

φ=  [ m g T Iωd X ( 1ωd)} T 1 T 

ωd = [ωxdωydω. d 1 T 

但し、基準座標系を z軸負方向が重力方向と一致するよう設定し、対象物座標系原点

を対象物重心にとり、 1貫性主軸と座標軸を一致させる。 X dは基準座標系から見た対

象物の目標加速度、角加速度ベクトノレで、初めの 3成分は対象物座標系の X. Y. Z方

向の並進成分を、後の 3成分は基準座標系各軸回りの微小回転成分を表す (Fi g. 3. 11)。

F dの各成分は、 X dに対応した力、モーメントを表す。 Rは基準座標系から見た対象

物座標系への 3x3姿勢変換行列である。 Iの各成分は対象物1貫性主軸回りの慣性モー

メント、 1.は対象物の重心に原点を持ち、基準座標系と同じ姿勢を有する座標系 の

各軸回りの↑貫性行列である。また、 m は対象物の質量で、 gは重力加速度を表す。

式 (3-8)を用いることにより、基準座標系で設計された位置、姿勢の目標軌道を実

現するために必要となる力、モーメントを算出することができる。対象物を把持した

全てのマユピュレータから対象物に加えられるカベク トルを Fdとすることで、対象

物の目標加速度軌道が実現される。
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ふゲ
F i g. 3. 11対象物座標系と各パラメータ

以上 3. 3. 1で対象物の位置、姿勢の表現、 3. 3. 2で対象物の目標軌道から

の7 ニピュレータ目標軌道の算出法、 3. 3. 3で対象物の運動に必要なカベクトル

の算出を行った。協調制御に用いられる全ての 7 ニピュレ ー タが先端で発生する力ベ

クトルの和;が 3. 3. 3で求めた目標カベクトノレと等しければ、対象物の目標軌道が

実現される。 3. 4では、 3. 3. 3で求まった目標力のうち、各 7 ニピュレータが

どれだけの力を分担すれば良いかといった問題について説明する。
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3. 4 各マニピュレークへの力の配分

3. 4. 1 力の配分法

対象物に加えるべき力を各 7 ニピュレータに配分する手法を述べる。対象物の運動

に対する力の配分問題は、多指ハンドの操りの研究において多く扱われている [Sa I i s 

bery 1981]. [中村 1986].[中村 1990]。多指ハンドにおける指はその先端で対象物を

rigidに把持することができないため、内力の制御が 7 ニピュレータの場合と比べ、

より重要となるためである。

協調制御研究では、一般にマニピュレータの制御系設計問題と力の配分問題が別々

に論じられる。これは 、対象物の運動が対象物の合力のみによって決定されるので、

それぞれの 7 ニピュレ ータの発生する力の和のみが対象物の運動方程式に関係するか

らである。以上の理由から、本節における議論は制御系の携成とは全く独立に行なわ

れる。

各 7 ニピュレ ー タが先端で発生する力ベクトルを Fi，対象物重心座標系に発生す

る力とモ ーメン トを Fo(Fig.3.12)、各マニピュレ ー タハンド座係系の対象物座標系

に対するヤ コビ行列を Jiとすると、

Fo= J1TF1+ J2TF2+… +  J mT F Jll 

1 F 11 
[J1T J2

T… J .，T ]卜・ | 

1 F.， I 

JtF (3-9) 

但し

J色 =[J1TJ2T… J.， T] E R 6x 6.， 
F =[F1

T F2
T ... F.，T]T ER6mX1 

となる。これより

F = J t + F 0 + (1 -J t + J t) Z (3 -10) 

が解 として算出される 。 この冗長自由度を利用して最適な配分を決定する。

[Salisbery 1981]では、式 (3-10)右辺の冗長項を利用 して、全ての指先で発生する

力が対象物の内側を向くようにできる ための条件を示している。

[中村 1986]では 式 (3-10)の拘束条件、更に指先で発生する力が対象物内部を向く

条件、指先がすべりを生じない ための拘束条件の基 に、各指先で発生する力の 2柔和

が最小となるよう 、非線形計画法を用 いて、最小把握力 の算出を行なっている。また、

[中村 1990]では、摩擦コー ンを多面体で近似し、指先で発生するカの絶対値の線形

和を最小とする握力を、線形計画法を用いて算出するための手JI慎が解説されている。
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F i g. 3. 12 複数の 7 ニピュレータの発生力と対象物重心における力

が解として算出される。この冗長自由皮を利用して愚適な配分を決定する。 [Salisbe 

ry 1981]では、式 (3-10)右辺の冗長項を利用して、全ての指先で発生する力が対象物

の内側を向くようにできるための条件を示している。

[Orin 1981]では閉ループ系を含む機構をトルク制御する際のトルク配分法につい

ての手法が述べられている。それぞれの 7 ーム先端で発生する力をどのように配分す

るかを決定するための評価関数として、各アームでの消費エネルギと、 7 ームから対

象物、あるいは足から地面への霊直抗力に重みを強け合せた関数が用いられている。

この際狗東条件として、後蝕点でのすべりが起きないような摩擦を発生させるための

垂直抗力の不等式が考慮され、それぞれのモータのトルク限界も考慮されている。

7 ニピュレータを対象とした力の配分に関しては [Zheng1988]がある。 [Zheng198 

8]では力の分配法として、最小エネルギを評価基準とする手法、対象物に与える力を

最小にする手法、それぞれのアームに半分ずつ配分する方法について計算が行われて

いる。最小エネルギ解は、モータにトルク限界がない場合にはMoore-Penrose型の擬

似逆行列を利用することで算出され、トルク限界が存在する場合には変数の置き換え

を行い非線形計画法を利用することで算出される。これらの方法は演算時間が長くか

かるためリアル・タイム制御には向いていない。次に対象物にかかる 2つの力を F1= 

αF  . F f= (1-α) Fとし、 αを変数として消費エネルギを最小とする解を算出する手

法を示している。この手法に関しでも αが Oや 1となってしまうと片方のアームが全

力を受持たねばならない状態となる可能性がある。そこで最後に、両者のアームに 1/

2Fの力を受持たせる方法が提案され、結局本手法がリアル・タイム性、両者の力配

分に無理がないといった理由から最も良いという結論を引出してる。

以上の手法はそれぞれ同等のマニピュレー夕、あるいは指を想定した研究であるが、

2台の機構が全く異なる寸法、可燃重量、応答1生を有するような場合にはそれぞれの

機構に適した力の配分が必要である。伊lえば、非常に発生トルクの大きな機構と非常

に小さな機構の協調制御、あるいは応答性の非常に高い機構と低い機械の協調制御に

おいては、その配分法が自ずと異なったものとなるはずである。次項では、特性の異

なる 2つの機構において、どのように力を配分すれば良いかについて考察を行う。
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3. 4. 2 異なる特性を有する機権問の力配分法の考察

本項では、発生トル夕、周波数応答等の極端に異なる複数の機構間の協 調制御を行

う場合の力の配分法について考察を加える。前項で説明した力の配分手法は、同等な

lii数の 7 ニピ品レータの協調制御を前混としており、消費エネルギ、発生トルクの 2

柔和などが評価関数として用いられ、これらを最小とする最適解が算出されている。

しかし、特性の異なる機権問における協調制御では、それぞれの機械が別々の役割を

有することが多く、機椿の発生トノレクのみに着目し最適解を求めるといった方法が必

ずしも有効でない場合が考えられる。

まず、先端で発生できる力が極端に異なる機械聞の協調制御を考える。例えば、 6

章に示すクレーンとロボ y トによる重量物ハンドリングでは、クレーンが重量物の重

力補償を行い、ロボ y トが微小位置決めを行うといった役割分担が行われる。この役

割を実現するためには、重力方向の目標力はクレーンが、また微小移動に必要な水平

方向の力はロポ y トが受持つ、というように方向毎にそれぞれの機構に目標力を配分

すればよい。発生可能な力の異なる機檎聞の力の配分では、それぞれの機構が発生で

きる力に従い、方向毎にカを配分していくといった方法が非常に簡便な手法であると

いえる。

次に周波数応答の異なる機構間の協調を考える。対象物の目標カには、 一般に対象

物を駆動するための慣性力と、位置、速度誤差のフィ ー ドパッヲ成分、さらに重力、

非線形補償項の平日が用いられる。. . 
F. = Mx. + Kv(x. - x) + Kp(x. - x) +φ 

Fd:対象物に加えるべき目標力

Xd:対象物の目探位置

x :対象物の位置

M :'対象物の慣性行列

K v :対象物の目標速度に対するフィードパックゲイン行列

K p :対象物の目標位置に対するフィードパックゲイン行列

申:対象物の重力 、非線形項からなるベクトル

(3 -11) 

F dを構成する各成分は、それぞれ異なった周波数を持つ。重力補償項は D C成分の

みからなり、 f貫性項の成分は目標加速度軌道の成分と同じとなる。また、誤差のフィ

ードパック項は 、軌道を実現しながら誤差を収束させるための項であるから、慣性項

と比較して高い周波数成分を含むと考えられる。このような様々な周波数成分を含む

項からなる力を、周波数応答の極端に異なる機格聞に配分する場合には、 Fdを筏成

する各項毎に配分を行うことで、それぞれの機憾の特性を生かすことができると考え

られる。

以上をまとめると、発生可能な力、周波数応答の極端に異なる機構聞の協誠制御に

おける力の配分では、作業座標系の各方向、目標力を構成する各成分毎に配分を行う
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ことで、非常に簡便に、しかも役割分担の概念、を実現することができる。この考え方

を用いて、 1)非常に大きなロボ y トと小さなロポ y トが協調して重量物の組付け作

業を行なう場合、 2)リーダ/フォロワにおける力の配分例を示す。 3.2. 11こ示したり

-1/フォロワでは、フォロワは目標軌道を与えられずに力制御されたが、内力の変

動を抑えるため、リーダの目標動作をフォロワに利用した制御系も存在する [Ishida

1977]。このようにフォロワにも目標値を与えておくといった制御法は、両腕同等の

制御においてカ配分を極端に設定したものと同じであることを示す。これにより、両

腕同等の制御がより一般的な手法であることが確認できる。

例 1 大型ロボットと小型ロポットの協調による重量物の組立

大型のロボットと小型のロポットが協調して重量物を鍛送し、挿入作業を行う場合

を考える (Fi g. 3. 13)。大型ロポ y トは一般に可段重量は大きいが、その位置決め精度

は小型ロポ y トと比較して低い。小型ロボ y トは位置決め精度が高いが可搬重量は小

さいという欠点を有する。しかし、この 2台のロボ y トを協調させると両者の長所、

即ち大きな可鍛重量を持ち、位置決め精度の高いシステムを実現することができる。

小型ロポットは位置決め時の精度の達成を目的として用いられているので、挿入地

点の近傍までの搬送過程において重量物に必要となる駆動力を受持つ意味はない。従

って、力の配分は式 (3-12)とすればよい。. . 
F 14 = M x 4 + K v (x 4-x) + K. ( x • -x) +φ 

F.4 : 0 

申 =[mgT _ω.x ( 1ω.) T 1 T 

X 4 :重量物の目標位置 、姿勢

x :重量物の位置、姿勢

M :重量物の慣性行列

1 重量物1貫性主軸回りのf貫性モーメント

m :重量物質量

K. :重量物の位置誤差フィードパ y クゲイン行列

K v :重量物の速度誤差フィードパ y クゲイン行列

添字 lは大型ロポ y ト、 sは小型ロボ y トを表す。

(3 -12) 

次に、挿入地点までの微小位置決め過程を考える。この場合、重量物の重力と微小

移動のための1貫性力は搬送過程に引続き大型ロボ y トが受持ち、水平方向の位置ずれ

の補正のみ小型ロポ y トで行うことにより、重力方向以外の方向に対しては小型ロボ

ットの持つ位置精度で位置決めができる。これを式で表現すると. 
F 14 = M x • + K v P .(:K .-~) + K. P .( x .-x) +φ 

F'd = KvP..l(;r;) + KpP..l(x.-X) 
(3 -13) 
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となる。 p.は重力方向を表す空間 s(P .)への直交射影行列、 P.-lは P.-l= 1 -P .で、

s (P .)の直交補空間への射影を表す。誤差に P.が街っている項は、重力方向成分の

みフィードパ y クを街けることを意味しており、 P，-lは重力方向以外の成分を取り出

すために利用されている。

F i g. 3. 13大型ロポットと小型ロポットの協調による重量物組立作業

例 2 リーダ/フォロワ制御系

この手法は、異なる特性を有する機携聞に限ったものではないが、本項で提案した

配分法を利用することにより実現することができるのでここに示す。 3.2. 2に示した

リーダ/フォロワでは、フォロワに目標値は与えられなかったが、ここでは内力の変

動を抑えるためフォロワの制御にも目潔軌道を用いる場合を想定する。

リーダ/フォロワ制御系では、リーダマニピュレータが対象物の位置決めを行ない、

7ォロワマニピュレ ー タが内力を目傑値に保つよう制御される。リ -J7ニピュレー

タの指令トルクには、動的フィードフォワード項、位置、速度偏差のフィードパ y ク

項、更に位置偏差の積分項が与えられる。積分項が存在しない場合には、対象物を保

持するための力が付加えられる。フォロワ 7 ニピ A レータは、動的フィードフォワー

ド項と、対象物から受ける力が目標値となるよう制御される。この結果達成される制

御系では、それぞれの 7 ニピュレータの指令トルクは、自分自身を駆動するための動

的フィードフォワード項と、以下に示す力を発生するためのトルクの和となっている。

F1d= MXd+ Kv(~d-~) + Kp(xrx) + K.S(xrx)dt + 1/2Mg +φ 

F fd = 112M g + F in 
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または . . 
Fld = MXd  + K ，， (Xd-X) + Kp(xrx) + 1/2Mg +φF  in 

F fd = 1/2M g + F in 

但し

X d :対象物の目標位置

; :対象物の位置

M 対象物の↑貫性行列

K v :対象物の目標速度に対するフィードパックゲイン行列

K p :対象物の目標位置に対するフィードパックゲイン行列

申:対象物の非線形項からなるベクトル

z 重力加速度ベクトル

となる。添字 lはリーダ、 fはフォロワを、また dは目標値を表す。つまり、リーダ/フ

ォロワの進化したものが両腕同等の制御のー形態となることが示された。

同じ対象物に加えるべき目標力の配分を、それぞれの成分、即ち対象物の運動に必

要なフィードフォワードカと、位置誤差に対するフィードパ y クカ等毎に、また対象

物座標系のそれぞれの方向毎に、機権の特性を考慮しながら割付けることが可能であ

り、 2台の機構の特性が異なる場合には非常に有効な手段となる。

以上の伊lからも分るように、対象物に必要な力を、方向毎、成分毎に配分すること

で、それぞれの機構の特性、役割といったものを協調制御系に非常に簡単に反映させ

ることができる。また、特性の異なる機構聞の協調制御においても、両腕同等の制御

が十分適用可能であることが示された。この配分法は、関11性の異なる機構、例えば固

い機構と柔らかい機構が協調制御されるような場合にも適用可能である。伊lえば各機

構の剛性を考慮することにより、それぞれの方向に対して面さに比例した力を配分す

ることで、目標力を発生するための両機構の動作霊を同じとすることができると考え

られる。

本節では、目標加速度の与えられた対象物に加えるべきカを、協調制御に用いられ

るそれぞれのマニピュレータに配分する手法を示した。 3. 4. 1ではこれまで研究

されてきた配分法を示したが、 これらの手法のほとんどは同等な 2腕を想定したもの

であった。そこで 3. 4. 2では機格特性、制御特性の全く異なる機権問にも適用が

可能で、しかも非常に簡便な力配分法を示した。今後本章においては力配分の問題は

扱わな L、。しかしどのような配分がなされたとしても、本研究の理論がそのまま適用

可能である。
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3 5 剛体 7 ニ ピ ュ レータの協調制御系の設計

剛体マニピュレータの協調制御においては、各 7 ニピュレータに必要なトルクが、

① 3. 3. 2で求めたマニピュレータハンド座標系の目繰軌道を実現するためのマニ

ピュレークの動力学補償トノレ夕、②対象物の目標軌道実現に必要な力のうち、 3. 4 

のいずれかの手法で配分さ れ た 力 を ハ ン ド 座 操 系 で 発 生 するためのトルヲ、の 2つの

トルクの和として計算される。②の目標軌道実現に必要な力には、式 (3-11)に示した

ように 3. 3. 3で 求めた力の他に、対象物の目標位置、速度誤差を Oに収束させる

ためのフィードパ y クカを予め加えておく。このように対象物に加えるべき力にフィ

ードパックカを足し込む手法は[内山 1983]. [中村 1986]など多くの研究で一般に用

いられている。本節以降の手法は一般の n本のマニピュレ -Jでも成立つので、 n本

のマニピュレータによる協調制御を想定する。 7 ニピ品レータ 1 の制御則を式 (3-14). 

(3-15)とする。

制御目1]

τid= Hd8i)( Ji(8i)-lXid- Jd8il-1Xi) . 
+ C d8  1. 81) + g i(8 i) + J i(8 i)TF id (3-14) 

. . 
?F  u= F  md= M x md+φ+  Kvm(Xmd-Xm) + Kpm(Xmd-Xm) (3-15) 

とする。ここで

X i d = X md 

8 1 :マニピュレータ iの関節角ベクトル

H 1(81) : ..".ニピュレ -7 iの慣性行列

J1(8!l:マニピュレータ 1のヤコビ行列

C 1 (8 1. 8 il :コリオリ力、遠心力

g d8  1) :マニピュレ ー タ iの重力縞償トルデ

F 1 d :対象物座係系原点でマニピュレータ iが発生すべき目標力

M:対象物の慣性行列

K VD.l: 対象物座標系の速度誤差フィードパ y クゲイン行列

K pm: 対象物座標系の位置誤差フィードパ y クゲイン行列

である。 Jd 81)は対象物座標系の 7 ニピュレータ i関節 角 座 標 系 に 対 す る ヤ コ ビ 行

列とし、 7 ニピ A レータの目標軌道は対象物座標により定式化されているものとする。

以降の式では、 Ji， H iの (8i)は省略し、単に Ji、 日孟とする。

この制御Ill]における指令トルクは、目綴加速度軌道を達成 す る た め の フ ィ ー ド フ ォ

ワード ト ル 夕 、 ヤ コ ビ行列の微分を含む項、コリオリ力、 遠 心 力 、 重 量 項 か ら な る 非

線形項のフィードパ y 夕、 7 ニピュレータ先端で発生すべき目標カの和からなる。な

お、これらの行列は全てモデルと誤差がなくリアルタイムで計算可能とする。この指
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令トルクを用いて 7 ニピュレータを駆動すると、

・ . . 
τ1 = H 1 ( J 1 -1 X 1 - J 1-1 X 1 ) + C 1 (0 1. e 1) + g d e il 

+ J 1τF 1 (3 -)6) 

となる。モデルと実際のパラメータに誤差がない場合には、これを式 (3-)4)と連立す

ることにより、

H i J i -1 ( X i d - X i) + J主 T(Fid-Fd=。 (3 -) 7) 

が得られる。 7 ニピュレータが単独で運動を行なう場合と異なり、 7 ニピュレータ先

端から目標力と実際に発生している力の誤差成分が混入していることがわかる。この

ため、 7 ニピュレータ単体の運動のみでなく系全体の誤差がどのようなふるまいをす

るかを調べる必要がある。

対象物の運動方程式は

i:F i=Mx回 +φ
i 

となる。 (3-)5)、 (3-)8)の両辺をそれぞれ引くと

i:(FirFil = M(Xmd-Xm) + Kvm(xmrXm) + Kpm(xmrXm) . 
= M e + K vm e + K pm e _，. 

が得られる。更に式 (3-) 7)から

F id - F i = - W i e i 

Wi= Ji-TH
孟 Ji-L 

(3 -)8) 

(3 -) 9) 

(3 -2 0) 

が得られる。但し W1は 7 ユピュレータのハンド座係系における 1貫性行列を意味し、

実慣性行列と呼ばれる。岡IJ体マニピュレータの場合、マニピュレータ先端の位置、姿

勢は対象物の位置、姿勢から一意に決定される。マニピュレータは対象物を rigidに

把握している場合には、 7 ニピュレータのエンドイフェクタ座傍系を対象物座標系と

一致するように設定しておくことができる。従って誤差ベクトル eiと eは同ーのも

のとみなして差し支えない。従って

e i :: e 

とし、式 (3-20)を式 (3-19)に代入すると

( M + I W i ) e + K vm ~ + K vm e = 0 
i 

となる。これを書き直して. 
e +W-1Kvme + W-1Kpme = 0 

W=M+?J i TH i J i1 

(3 -21) 



とし、系金体の誤差ベクトルとして

，=[eTeT]T 

を定義すると式 (3-2 2)の誤差ベクトルの状態方程式が得られる。

誤差システムの状態方程式

D ー、，V-1 K p回 -w -lK.， m 

t
 

e
 

寸
l
l
l
-
-
l
J

(3 -2 2) 

。

この式は 2次系となっており、係数行列は時変である。このような系の安定化には、

設定したフィードパ y クゲインに対してリ 7 プノ 7関数をみつけるか、あるいは非線

形フィードパ y クにより線形化を行ない、さらに極配置により安定化を図るといった

手法が考えられる。 [Arimoto 1987]ではリアプノフ関数を利用して、フィードパ yク

ゲインに定数行列を用いても協調系が安定であることを示している。しかしリ 7 プノ

フ関数を発見すること自体難しい湯合が多く、また安定性の証明がされたとしても、

その挙動を知ることができないため、作業への適用に問題がある。従って本研究では

非線形フィードパ y クによる線形化と、線形化された系に対する径配置という手法を

録用する。

式 (3-22)の状態方程式の行列で時変となる成分は W -1で ある。従って K PLll、 K'1!1lを

リアルタイムで変更することにより、 W -lK p皿、 W-1Kvmを常に定数とすることがで

き、誤差システムの状態を線形化することができる。更に、 W-1K..，、 W-1Kvn.lを誤

差状態ベクトノレが Oに収束するようフィード パックゲイン行列を計算すれば極配置が

完成する。

望ま しい収束を示す目標モデルとして

e - K vmd e + K pmd e = 0 (3 -2 3) 

が与えられた湯合 、式 (3-22)の誤差システムを式 (3-2 3)に従うようにするためには

フィードパ y クゲイン

いくpnl= ¥V K pmd 

いしID = W K vmd 
(3 -2 4) 

となるよう K P.nl、 Kvmを算出すれば良い。

市1¥却系の誤差システムは 2次系となるので、フィードパックゲイン行列と外力に対
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するコンブライアンスが対応している。式 (3-2 2)の誤差ゾステムにおいて、対象物の

目標位置、姿勢が定数ベクトルの時、作業座標系におけるコンブライアンスは、 WK

'{md、WK pmdとなる。従って、コンブライアンスが必要となる作業点における Wを予

め計算することにより、作業に必要なコンブライアンスを陽に指定できる 。 これはリ

7プノ 7関数を利用して安定性の証明のみを行なう場合には得ることのできない特性

である。本手法は、規範モデノレを用いた適応制御の一種とみなすことができる。

以上に示した誤差システムの導出過程では、対象物に加わる合力のみが利用され、

その配分はいっさい誤差 γ ステムに影響しないことがわかる。従って剛体 7 ニピュレ

ータの協調制御において、力の配分は制御系設計と独立に行なうことが可能であるこ

とが確認できる。これは 3. 6に示す剛性行列を考慮した協調制御においても成立つ。
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3. 6 弾性マニピュレータの協調制御系の設計

本節では、剛性行列でモデル化されるマニピュレータの協調制御系の設計を 行なう 。

3. 5と同絡に n台の 7 ニピュレータに適用が可能である。剛体 7 ニピュレークの場

合には、各関節で発生するトルクが直後手先に伝達されるので、この関係をヤコビ行

列により関連づけることができる。これに対して弾性 7 エピュレ-:;の場合、先端で

目標力を発生するためには野性部をたわませなくてはならない。このため、マニピュ

レータ先端の目標軌道は先端で発生すべき目標力の関数となる。本節では、 3. 6. 

lにおいて 7 ニピュレ-:;の目標位置の算出を行ない、 3. 6. 2において制御系設

計を行なう。

3目 6. 1 弾性部を 含むマニピュレークの位置、姿勢の算出

本節においては、 7 ニピュレータの位置、姿勢、弾性部のたわみ、発生力などの各

座標系による表現について説明し、弾性 7 ニピ A レータの E3t票位置、姿勢の算出を行

なう。 7 ニピュレータがパヰとしてモデル化される場合、 7 ニピ品レータ先端におい

て巨標力を発生するためにパヰをたわませなければならない。マエピュレータが目標

力を発生するためのパ不のたわみを求める。以下に用いる各パラメー夕、変換行列等

の関係を Fi g. 3. 14に示す。また、以下の議論では弾性部のたわみは微小であると仮定

する。

跡II!生行列は対象物座標系において定義されているので、たわみの基準座標系による

表現と対象物座標系による表現の関係、を求めておかねばならない。微小変位の関係に

おいては、用いる座標系の原点は問題とはならず、座標系の姿勢のみが関係する。ま

ず、基準座標系から対象物座標系への同次変換行列を Tとし、式 (3-25)で表す。

『

l
B
l

，，J
P

1

 

T
 

R

O

 

「
1
1
1
1
1」

=
 

小

i (3 -2 5) 

Rは対象物座標系の姿勢を表す 3x 3の直交行列で、 pは対象物座標系原点の基準座標

系における座標を表す。

Fid -AKA-' (Xid-Xm) 

rw 

F i g. 3. 14座標系と各パラメータ
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ここで

寸
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1
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1
1
1
1
1
L

一-
A
A
 

(3 -2 6) 

とおく。この Aを用いることにより、対象物座標系で表されるベクトル o/::， x。を基準

座標系の表記/::， x。に変換することができる 。上付添字のないベクトルはこれまで同

様基準座標系における表記であるとする。

ιxo=AOd.x。

Aは直交行列であるから、 A-1= A Tが成立つ。逆に基準座標系において指定されたカ

ベクトノレ Fは

。F = A-1F 

により対象物座標系の表現に変換することができる。但しこれらの力はそれぞれの座

標系の原点に作用する力の関係を示したものではなく、力の方向のみが変換される。

7 ニピュレータ i先端の弾性部のたわみが 0の状態で、ハンド座標系と対象物座標

系が一致するようマニピュレータ lのハンド座標系を設定しておくと、 7 ニピュレー

タ先端の弾性部が剛性行子11K iの場合、パネのたわみと対象物座標系において発生す

る力 Fiの関係は

F i = A K i A -1 (X i - X m) 

で与えられる。但し X'"は対象物の位置、姿勢、 X111 <'ニピュレ -Jiのハンド座標

系の位置、姿勢をそれぞれ表す。 X 1-X mはパヰのたわみを基準座標系において表現

したものである。これより、逆に目標力 F1 dを発生させるためのマニピ A レータの百

標位置、姿勢 X 1 dは

Xid= X"，+ AKi-1A-1Fid (3 -27) 

として求まる。位置、姿勢速度ベクトル X iなどの姿勢成分には基準座標系各軸回り

の角速度を用いるが、これらの成分は積分ができないため、 X iにより 3次元空間に

おける姿勢を一意に指定することはできない。本研究では、姿勢表現として X iの他

に同次変換行列を常に併用し、微小変位成分のみを同次変換行列に加えるという式 (3-

5)に示した傑作により姿勢を決定することとする。即ち位置、姿勢 X iと呼ぶ場合に

は、姿勢成分に関してのみ、対応する同次変換行列の姿勢を表す 3刊行列を指すもの

とする。式 (3-27)の右辺第 2項はパヰのたわみのみを表しているので、微小変位ベク

トルとみなすことができる。従って、 X iを表す向次変換行列を利用することで X i d 

の計算が可能となる。更に、 7 ニピ ュレータが粘1生抵抗^.を有している湯合、対象

物には 7 ニピュレ ータの位置、姿勢とは無関係に粘性抵抗による力

F.1 = A ̂  .1A -l( ~.， -~ tl 
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が働いている。従って、式 (3-2 7)の目標値を与えてしまうと、 F.が対象物に余分に

作用することになる。従って、式 (3-2 7)を以下のように書換えるロ. . 
X主d;Xm+AKi-1A-1F且 d- A K i-1A eiA -l(Xm - X il (3-28) 

これにより、粘性抵抗を含めた 7 ニピュレータの目標位置、姿勢が求まった。

さて、マニピュレータの目標軌道が実現可能であるためには、加速度が有限、即ち

軌道の目標速度が連続であることが必要である。?ニピュレータの巨標値は目標力の

関数であるから、弾性マニピュレークを用いた場合、先端で発生すべき目標力の微分

が連続関数であることが求められる。これに応じて、対象物に加えるべき力にも問機

の拘束条件が付加されるので、対象物の目標軌道は、その加速度の微分が連続関数と

なることが必要である。これは剛体 7 ニピュレータでは現れない特徴であり、注意す

べき事実である。

以上に、弾性マニピュレータを用いる場合の目標位置、姿勢の算出と、対象物の軌

道に対する拘束条件を示した。これらの結果を利用して、制御系の設計を行なう。
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3. 6. 2 協調制御系の設計

以上の準備の基に、 7ニピュレータ lの制御則として式 (3-29).(3-30)を考える。

この指令トルクには、同IJ体マニピュレータの湯合のトルクに加えて 7ニピュレータ先

端の目標に対する位置 、速度フィ ードパ y クが追加されている。これは、マニピュレ

ータ先端の運動が対象物の運動と独立となるからである。なお、本制御目IJもn本のマ

ニピュレークで成立つ。

組且型

τ14 = H d J 1-1 X 1 d - J 1-1 X 1) + C d 0 1. 0 tl + g d 0 tl . . 
+ J 1T{ F 1d + K V1(X 1rX 1) + K .1(X 14-X tl} (3-29) 

L F 1d = M X "，4 + K p"， (X "，4 - X "，) + K v図(X "， 4 - X "，) +φ(3  -3 0) ， 

X 1: '7'ニピュレータ iハンド座標系の位置、姿勢ベクトノレ

K v 1 :マニピュレータ iハンド座標系の速度誤差フィードパ y クゲイン行列

K .1: ?ニピ品レ ータ iハンド座傍系の位置誤差フィードパックゲイン行列

このトルク指令を入力すると、 7 ニピュレータの運動は.. . 
τ14= H1(J1-1X1- J1-1X;) + C;(01.01) + g1(0主)

+ J i T { A i K 1 A i -1 ( X i -X "，) + A込̂eiA i-1( X i-X "，) } (3-31) 

に従う。ここで . . 
F 14 = A 1 K 1 A i -1 (X i r X "，) + A i ̂ e i A i -1 ( X ;-X "，) (3 -32) 

であるので、式 (3-19). (3 -31)の両辺を引算し、その結果に (3-32)を代入すると

一 -

H1J1-1e1+ J1TKvle1+ J1T(K.1+A1K1Ai-l)el= 0 (3-33) 

が得られる。但し e;li以下の通りである。

ei=Xid-Xi 

次に、対象物の運動方程式を求める。対象物に実際に加わる合力は

えFi =えAiKiA1-1(Xi-X"，) + L.Ai^e1Ai-l( ~i よ"，)， 

である。ここで式 (3-28)より . . 

(3 -3 4) 

X'" = X id - A iK i-1A i-1F 14 + A iK i-1̂  eiA i-1(X 1 - X "，) (3-35) 

であるから、これを用いると式 (3-34)の右辺第 l項は

A 1 K 1 A 1 -1 ( X 1 -X "，) = A 1 K 1 A 1 -1 X 1 - A 1 K 1 A 1 -1 X 01 

= A1K1A1-1Xl - A1K1A1-1Xid + F14 - Al^・1A 1 -1 ( ~ 1 - ;.，) 
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. . 
: -AェK1 A i -1 e i + F i d - A i 11 • i A 1 -1 ( X 1 - X m) 

これを式 (3-3 4)に代入すると

l:Fi:- l:A 斗 KiAi-1ei+ 手Fld 
i 1. 1. 

:-l:AiKiA 斗 -1e i 
i . . 

+ M X md + K pm( X md - X m) + K"国(X m d - X m) +φ 

: M X m + φ 

従って、

-l:AiKiAi-1ei + M e  + K.，，，， e + Kpmc : 0 
i 

(3 -36) 

がi専られる。式 (3-3 3)から

-ei: -Wi-1Kviei - Wi-1(Kpi+AiKiAi-1)Cェ (3 -37) 

Wl: JI-THIJl-1 

が、また (3-36)から . 
e : M-1えAIKiAl-1ei - M-1K v"， e ー恥'1-1K pme (3 -3 8) 

が、式 (3-3 7) ， (3 -3 8)から e.e iについての状態方程式を得ることができる。

誤差システムの状態方程式

-et: Eet (3 -3 9) 
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但 LC色は以下とii!iりである。
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式 (3-39)から分るように、誤差システム Eの極は行列 E1の極と Q の極で ある。 W 1， 

A 1は時変なので、この誤差システムは非線形となるが、 3. 5と同械に K VD1. K POl・

Kv ト Kp1の各値を 1)アノレタイムで算出し修正することにより、 Eを時 間によらず定

数とすることができる。従って、誤差システムが安定に Oに収束するように予め目標

とする E0を決定しておき、この E0が常に達成されるように各フィードパ y クを算出

すれば、 3. 5. 2と同様に系を安定に動作させることができる 。

誤差収束の仕方を見ると、それぞれの 7 ニピュレータの位置、速度誤差は他の 7 ニ

ピュレー夕、あるいは対象物の誤差に全く影響されずに収束する。従って、全ての E

iの極を Q の極よりも早く収束するよう設定しておけば、各 7 ニピュレータの誤差が

収束した後には、対象物のコンブライアンスが K Y!Il. K pmとMで表されることになる。

ここで目標とする誤差システムを式 (3-4 0)のように与えたとする。

トQ 0 Q10 Q (n-1)0 Qnol 

10 E10 0 0 

E o ; ・・・・|
10 0 ・・ E (n-1) d 0 I 
10 0 ・・ o E nd 1 

但し

(3 -4 0) 
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で、 Kpi d 、Kvi d、Kpmd. K vmdはそれぞれ定数とする。式 (3-40)の誤差システムを持

つためには、フィードパックゲイン行 JIJK 刊、 Kv，"、 K目、 Kviを次の様に決定すれば

よい。

フィードパ y クゲイン

K pm ; M K pmd 

K VD.l = M K v!Ild 

Kpi; WiKpid - Ai-1KiAi 

K.ti ;:: WiKvid 

(3 -41) 

各マニピ A レータの誤差が対象物よりも速く収束するように式 (3-40)の E10の極を設

定すれば、弾性 7 ニピュレータを利用した場合においても、対象物に任意のコンブラ

イアンスを付与することが可能となることがわかる。

次節では、本節の制御系を用いたシミュレーンョンを行ない、この誤差 y ステム、

設計法の正当性を検証する。
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3 .7 シミュレ ー ション

本章では 3. 6の結果を平面内 3自由度を有する 2つの 7 ニピュレータに適用し、

その制御則の正当性を検証する。

まず目標位置、姿勢を固定したまま対象物に外乱を与え、誤差収束の過程のシミュ

レーションを行い、フィ ドパ y クゲインを用いて設定した極に従って誤差 γ ステム

が収束することを確認する。

次に、外乱のない状態での鮫送制御シミュレーゾヨンを行い、フィードフォワード

が正しく作用すること 、 また設計軌道の正当性を検証する。

初期外乱を与え綴送%111卸シミュレーションを行う。この結果から、フィードフォワ

ードトルクとは独立に誤差システムが設定した極に応じて収束することを確認する。

最後に、設定したフィ ー ドパ y クゲインにより、外力に対するコンブライアンスを

表すことを検証するため、ステ y プ状の外力が対象物に加わった場合のシミ A レーン

ョンを行う。

3. 7. 1 平面内 3自由度 7 ニピュレータの動力学

F i g. 3. 15に示す 3自由度 7 ニピュレータの動力学方程式を Lagrangeの方程式により

求める。各パラメータを Fi g. 3. 15のように定める。

Y 

X 

(x，y， ~) 

x 

F i g. 3. 15 3自由度水平多関節型 7 ニピュレータと各パラメータ
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第 iリンク重心の座標を(X i. Y ilとすると

X1" g，C ， 
Y1" g，5， 
Xz= llCl+ RZCIZ 

y，" 1，5 ，+ g，512 

X，" l，c，+ I，C12+ gョC123 

Y3= 11$1+ 12512+ g3$123 

但し

C 斗 " Co s (θ i). Cij=cos(8i+8j) 

S i " sin(8 i). 5 ij " sin(θ i + 8 j) 

となる。各リンクの運動エネノレギは
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1 ・. 1 ・-
T，" "2m3(X 3'+y 3') +"2138 "3' 

として求まる。対象とする 7 ニピュレータは平面内 3自由度機梅なので重力項はない。

従って

L"T，+T，+T3 

となる。これより

d. ei L ei L 
r 孟=一(一~ー)ー一一一

dtei8，. ei8， 

e 123 " 8 1 + 8 ， + 8 3 

としてトルクが算出できる。これを計算すると. 
τ" H e + C 8 

H II " m 1 g l' + m， ( 1 l' + g，' + 2 1 1 g ，C ，) 
+m3(1，'+ 1，'+ g3'+ 21，I，c，+ 21，g3C'3+ 21，g3c3) 

+(1，+1，+13) 

HlZ "m，(g，'+ l，g，c，) 
+ mョ(1，'+g，'+ 1，I，c，+ l，g3c，，+ 21，g，c3) 

+ ( 1， + 1 3 ) 
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1 1 g 3 5 23) } 

1 1 g 3 5 23) } 

1 1 g 3 5 23) } 

. . 
C23 ;- e1m312g35 3- e2m312g35 3- e3m312g35 3 . 
C31 ; e lm3(11g35 23 + 1 2g35 3) + m31  2g35 3 ・.
C 3z ; e 1m  31 2 g 35 3 + e 2m  31 2 g 35 3 

C 33 ; 0 

が得られる。次にヤコビ行列を算出する。

x :;: 1 1 C 1 + 1 2 C 1'Z + 1 3 C 123 

y;  1 15 1+  1 25 12+ 1 35 123 

，p ;e1 +e2 +e3 

となるので、

d X ; J /'，. e. /'，. X ; [/'，. X /'，. Y /'，.αF. /'，. e ; [/'，. e 1 /'，. e 2 /'，. e 3F 

とすると、

J11 ; 1151- 12512- 1 35 123 

J 12 ;ー 12S 12- 1 35 123

J 13 ;ー 1 35 123

J 21; 1 lc 1 + 1 2C 12 + 1 3C 123 
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但し

C 1 Z 3 = C 0 S (e 1 + e z+ e 3). S 1 Z 3 = s i n (e ，+ e Z + e 3) 

が得られる。
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3 .7. 2 目標軌道の設計

3. 6. 1にも述べたように、 5単位 7 ニピュレータの協調制御においては、対象物

の目標加速度軌道を l階微分した関数が更に述続でなければならない。倣送軌道の初

期条件、終端条件が決定されていると、これを満たす関数は最低 9次関数となる。こ

のように次数の高い関数は、その挙動が分りにくく、しかも加減速が非常に大きな値

をとる恐れがあり、好ましくない。そこで本論文では、 [Paul 1979]. [Tay!or 1979] 

を参考に、等速軌道を始点と終点の近傍で多項式曲線で楠閉するという軌道を設計す

る。 [Pau! 1979]. [Tay!or 1979]の手法では、まず軌道上に与えられた通過点の聞を

等速直線で連結する (Fi g. 3. 16)。このままではそれぞれの通過点において速度が不連

続となるため、通過点前後に移行時聞を設け、等加速度曲線により縞聞を行なう。こ

の手法は軌道設計が簡単で、目標通過点が変更された場合にも軌道の変更が容易であ

るという利点がある。

x(t) 

x， 

-T 。 T 

F i g. 3. 16 等速軌道の内挿

2つの等速曲線の補間曲線を、加速度の l階微分が連続となるよう変更することに

より、本制御系に適用する。移行時聞をーTから +Tとし、通過時実11を Oとする。また、

通過点前後の速度を V1、V2とする。

α4(V1-V2) 

一 一T3 

とおけば、 X d (t)は
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z

、

-α(t+T) 3 
X d (t) =一τ一一+V， 

・ αtヨ αT2 T 
X d (t) = 一一一一+一一一(t+ー) + V 1 

4 2 

・ α(t-T)3αT3 

X d (t) =一一一一一+一一+ V 1 

6 4 

(ー日 tく-j)
T T 

(_.:..;;; t豆一)
2 2 

(:豆 t壬T)

α(t+T) ・ 
X d (t) =一一一一一 +V，(t+T)

24 

‘ αT
2 T_ aT' 

X d (t) = 一一一一+一一一(t+ー)2 + V，(t+T) +ー」ー
24 8 2" 192 

α(卜T)‘ αT3
X d (t) =一一一一一一+一一一t+ V，(t+T) 

24 

また、軌道の概形を Fi g. 3. 11に示す。始点からの立上がりでは V，= 0とすればよく、

終点では V 2=  0とすれば良い。

世のそれぞれについて、本節の式を利用した軌道y， y ミュレ ションでは、 X，

を設計している。

一 日



...x 

ーT 。 T ーT

ーα

X 

T ーT

F i g. 3. l7加速度の微分が連続となる軌道
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3 .7. 3 シミュレーション

シミュレーションに用いた各パラメータを Table.3.21こ示す。また、基準座標系 、

マニピュレータハンド座標、系、対象物座標系をそれぞれFi g. 3. 18のように設定する 。

マニピュレークは対象物を ri g i dに把持しているので、パヰのたわみが 0の状態で予

めマニピュレークハンド座標を対象物座標系と一致させておく。従って、マニピュレ

ータ座標系と対象物座標系の偏差がそのままパネのたわみを表す。対象物は ri g i dに

把持されているので挟みつけカは必要ない。従って内力は Oとする。また、力の配分

はそれぞれ 1/2ずっとする。

X

一↓
Y

/
 

ν

l

 

L
¥
 

正
/

112 122 

F i g. 3. 18 シミュレーションの設定
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Table. 3. 2 シミュレーションに用いるパラメータ

111 = 3.0110-1 [m] 1 ZI = 3.0110-1 [m] 

リンク長 112 = 3.0x10 よ [m] 122 = 3.0110-1 [m] 

11ョ= 5.0110-2 [m] 123 = 5.0110-2 [m] 

リンク重心 gll = 1.5110-1 [m] gZl = 1. 5110-1 [m] 

距青t g12 = 1. 5110-1 [m] gZ2 = 1. 5110-1 [m] 

g13 = 2.5110-2 [m] g23 = 2.5110-2 [m] 

リンク質量 mll = 1.0xI0-1 [kg] mZl = 1. 0110-1 [kg] 

mlZ = 1. 0110-1 [kg] m22 = 1. 0110-1 [kg] 

mlョ= 5.0110-2 [kg] mZ3 = 5.0110-2 [kg] 

リンク慣性 111=7.5110べ [kgm2] 121 = 7.5110-‘[kgm2] 

モーメント 112=7.5110-‘[kgm2] Iz2=7.5110べ [kgm2]

113 = 1. 0110-' [kgm2] 123 = 1.0110-' [kgm2] 

[01000  
剛性行71J K1= 02.01103 0 

o 0 2. 0 

[1010300  

Kz= 02.01103 0 

o 0 2. 0 

↑貫性行列 M = 1. 0 0 

o 1.3110-

なお、制御対象のモデルでは粘性抵抗は利用していな L、。左側の添字は 7 ニ ピ ュ レ -

7の番号、右側添字はリンクの番号を表す。リンクには断面 30mml30mmで肉厚 5mmのア

ルミの中空角棒を想定した。また対象物は質量 1k g 、半径 50mmの円柱を想定している。

モータ重量は考慮していない。両腕が対象物を把持した場合の対象物の X. Y. e方

向への自由振動の周期はそれぞれ O.14[S]. O. 098[s]. O. 11 [s]となっている。それぞれ

の剛性行列は、多くの研究で用いられているカセンサの岡IJ性を参考に決定した。

ンミュレーンョンとして、
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1 )位置決め点において初期外乱がある揚合の振動指l御 γ ミュレーション、

2 )初期外乱がない場合の殿送信l御シミュレーション、

3 )初期外吉しがある場合の倣送制御 γ ミュレーション、

4 )ステ 〆プ状の外力を対象物に加えた場合のシミュレ ション

の4通りを行なう。 1)の γ ミュレ-:/ヲンにおいて、フィードパ y クにより誤 差 ン

ステムが安定に収束することを検証する。 2)ではフィードフォワード指令、設計軌

道の正当性を検証する。 3)ではフィードフォワードループとフィードパッデループ

の両者が同時に存在する場合においても系が安定に動作することを確認する。 4)で

は設定したフィードパ y クゲインで外力に対するコンブライアンスを設定できること

を検証する。フィードパ yクゲインを Table.3. 3のように設定した 。

Table. 3.3設定したフィードパックゲイン

[OX10001  [3X100 。]
K pm d = 0 2. 0 x 103 0 K.，md=IO 9.0xl0 0 

o 0 1.0xl0 o 06.5xl0 

lox100 。] [OX1000j  
K pld = I 0 1.0xl0' 0 K vld = I 0 2.0xl02 0 

o 0 1.0xl0 o 02.0xl0 

[ OX104 0 。| (OX1020 。j
Kp2d = I 0 1.0xl0‘o K v2d = I 0 2.0xl02 0 

o 0 1.0xl0' o 02.0xl0 

目標とする応答は、対象物、それぞれのマニピュレータの誤差ともに、ほぼ臨界減衰

を示すよう設定している。また 、誤差収束の特徴が明らかに示されるよう、対象物の

該差収束を方向毎に異なった値に設計した。それぞれの極は約-63.-45.-32である。

これに対して、各 7 ニピュレータの目標値に対する誤差収束は早ければ早いほど良い

が、実現性を考慮して極を 100と決定した。その結果、本節に示す全てのシミュレー

ンョン結果は数十W程度のモータにより実現可能である。

対象物の初期の釣合位置、姿勢は Table.3. 4. Fig. 3. 19の通りである。

Table.3.4 初期位置、姿勢
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F i g. 3. 19対象物、 7 ニピュレータの初期姿勢
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まず、対象物の初期状態として Table.3. 5を与えた。それぞれの 7 ニピュレータ先

端のパヰは X. Y方向にそれぞれ 10m mたわみ、回転方向に O.1 r ad回転した状態となっ

ている。なお、初期速度はすべて Oとする。対象物の目標位置、姿勢は Fi g. 3. 19に示

した位置、姿勢である。

Table.3.5初期条件

]
 

m川[
 

z
 o

 

l
 

V
A
 

A
U
 

6
 

=
 

)
 。

(
 

a
 

x
 

Y図 (0) = 4.3xl0-1[m1 。.(0) = 1.0xI0-1[rad1 

x ..(0)= 5.0xI0-2[m/s1 y国 .(0)= 4.2xI0-1[m/s1 e ..(0)= 0.0 [rad/s1 

F i g. 3. 20にそれぞれの 7 ニピュレータの X. Y. 世の誤差収束の線子を示す。グラ

フの縦軸は誤差からの変位であり、グラフの正は、 7 ニピュレータが負の方向に動作

指令を受けた状態を意味する。また Fi g. 3. 21'こは対象物の X . Y. 世各方向に関する

誤差収束の様子を示す。

F i g. 3. 20を見ると、マニピュレータの誤差収束に対する極は X t Y，φ全てについ

て同じ値に設定しであるので、どの方向に関しでも約 90m sで収束している。また、 2

つのマニピュレータは各方向に同じ剛性を有し、力の配分も 1/2ずっとなっているの

で、グラフは 2つの線が重なっている。グラフから分るように、 x方向のマニピュレ

ータの初期誤差が正の値となっているのに対して y、#方向の初期誤差は負となって

いる。初期誤差が正となるか負となるかは、設定した極により決定される静的な剛性

と、本来のパネの剛性の大きさの関係で決定される (Fig.3. 22)。対象物に対する誤差

が与えられた時、対象物を目標点に引戻そうとする力をパネ本来の復元力よりも大き

くするためには、 7 ニ ピュレータを負の方向に動かす必要がある。従って、マニピュ

レータの目標位置からの 7 エピュレータの初期変位が正となる。これに対してパ不本

来の復元カよりも小さくするには 7 ニ ピュレータを正の方 向 に動かすことが必要とな

る。従って初期変位は負となる。本シミュレーションの場合、 x方向に関しては設定

したコンブライアンス (4000N/m)がパヰ本来の剛性 (2000N/m)より大きく、 y、世方向

に関してはそれぞれ設定したコンブライアンス (2000N/m， 770000Nm/rad)に対してパ

ヰの岡rl!生は (4000N/m， 2500000Nm/rad)となっている。

次に Fi g， 3， 21を見ると、対象物の挙動は X ，y， oの各方向について、それぞれ 140m

S， 200ms， 260ms程度で収束している。これらの値はほぼ設定した極の大きさと対応し

ており、マニピュレータの誤差収束が理論通り行われている。更に、極を臨界減衰を

示すよう設定しているので収束過程において娠動は発生しない。これより、フィード

パックゲインのリアルタイム計算による誤差システムの安定化、極配置が実現されて

いることが確認、できる。

F i g. 3. 23には、誤差収束の過程における x方向の対象物の目標位置からの偏差、そ

れぞれの 7 ニピュレータの偏差を示す。 7 ニピュレ -7は x方向に同じ剛性を有して

おり、しかも力の配分も 1/ 2ずっとなっているので、 2つの 7 ニピュレータは全く
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同じ運動を行う。従って、 2つの 7 ニピュレ-;7の位置は重なっている。縦軸は偏差、

横軸は 0-0.25秒までの時聞を表している。対象物に設定した極を臨界減衰とな

るよう設定しているので、 7 ニピ A レータは、対象物が目標位置で振動を発生せずに

停止するよう動作していることがわかる。
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Fig. 3. 20 '7ニピ ュ レータの誤差収束の様子 F i g. 3. 21対象物の誤差収束の椋子



パネの自然長

Xi 

Fig. 3. 22設定した極とパネ剛性の関係
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F i g. 3. 23対象物、 7 ニピュレータの位置偏差
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次に初期外乱が ない状態で、鎖送を行なった 。軌道 は 3. 7. 2に示した関数を利

用している。知送 ~ê 雄、搬送時間を Table.3 . 6 に示す。

Table.3.6郷送 条 件
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なお、いずれの方向におい ても始点、終点における移行時間はそれぞれ O. 2秒であ

る。

F i g. 3. 24に X ， y， φ方向それぞれにおける対象物の目標位 置 と 実 現 さ れ た 値 を 示

す。目 深値と実現軌道はほぼ一致しており、グラフは重なっている。このことから、

対象物 への目標合力が正しく 7 ニピュレータから伝達されていること、マニピュレー

タの目標位置が正しいことが確認できる。また、 3. 8. 2で設計した軌道の妥当性

が証明 できる 。

F i g. 3. 25には 、 x方向に関する対象物とマニピ ュレ-，71，2の立上がり時 (0 -

O. 2 5秒)の位置を示す。 Fig.3.23と問機に 2つのマニピュレ-，7の軌道は重なっ

ている。対象物に目僚の速度を与えるため 、それぞれの 7 ニピュレ-，7が対象物を引

張っ ている様子がわかる。対象物が目標速度となった後は、対象物、 2つのマニピュ

レータ は共に等速運動を行っており、振動は発生しない。

一 日 ー
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F i g. 3. 24 目標搬送軌道と実現軌道(初期外乱なし)
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3) シミュレーション E

最後のシミュレーンョンとして、初期外乱が存在する場合の撚送を行なった。初期

外乱の大きさ、搬送軌道はそれぞれTable.3. 5， Table. 3. 6と同じである。

F i g. 3. 26に X ， y，世方向の目標軌道と実現軌道を示す。どのグラフにおいても約

o. zz秒で誤差が収束し 、その後はシミュレ-:/ヨン E と同線ほとんど誤差を生じるこ

となく飽送が実現されている。 X ， y， 世方向の目標誤差システムで異なる極を指定

しているので、収束時間はそれぞれ異なっている。この誤差収束を見るため、対象物

の実現軌道の目標軌道からの偏差を Fi g. 3. 27に示す。また、 Fig.3.28にはそれぞれの

マニピュレータの目漂位置に対する誤差を示す。どちらのヲラフも惚送中にわずかな

定常偏差が生じている。これは、モデルの線形化誤差等の影響によるものと思われる

が、いずれのグラフにおいても、誤差収束の様子は y ミュレーション IのFi g. 3. 20、

Fi g. 3. Z 1と非常によく一致しており、誤差収束がフィードフォワード項によらず独立

に機能していることがわかる。

F i g. 3. 29には、 Fig.3. 25と同織に x方向に関する立上がり時 (0-0.25秒)の

対象物の位置 、マニピュ レータの位置を示す。 このグラフから対象物の位置を目標軌

道と一致させるよう 7 ニ ピュ レー タが制御されている様子が分る。
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4) シミュレーション W

Table. 3. 3に示したフィードパ yクゲイン行列のうち、対象物誤差に対するゲイン

行列のみ Table.3. 7のように変更し、ステ y プ状の外力が X .Y. ttの各方向に加わっ

た場合の対象物の位置の変化、マニピュレータの位置を Fig.3.30に示す。なお、それ

ぞれの方向に対する力の大きさは、 10N.10N. O. lNmであり、これに対する定常偏差は、

設定したフィードパ yクゲインを用いた場合、 O.02m. O. 02m. O. 16radとなる。

Table.3.7 設定したフィードパ yクゲイン
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グラフをみると、対象物に発生する定常偏差は、いずれの方向に関しても理論通り設

定した剛性に対する値、即ち O.02m. O. 02m. 0.16radとなっている。どの方向に関しで

も同じパネ定数、粘性抵抗を設定しているので、実際の岡rJt生が異なっているにも何ら

ず対象物の応答は 3方向に関してほとんど同じ過渡応答を示 している。また、それぞ

れの方向に関する機構の剛性が異なることにより、見かけの剛性を作るための 7 ニピ

ユレータの対象物位置からの変位は、 X ， Y方向でそれぞれ O.005m. O. 0025mと異なっ

た値となっていることがわかる。

こ のシミュレーション結 果 か ら 、 設 定 し た 位 置 、 速 度 フ ィードパ y クゲインを用い

ることにより外力に対するコンブライアンスを陽に設定できることが確認された。こ

のコンブライアンスを利用することで、協調制御を搬送 、組付けなど様々な作業に 適

用することができる。
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Fig.3.30 ステ y プ状の外力に対する対象物、 7 ニピ A レータの変位
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3. 8 まとめ

本章では、剛性行列を考 慮 した 7 ニピュレータ の協調制御系の設計を行ない、シ ミ

ュレーションによりその正当性を証明した。
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これまで行なわれてきた剛体 7 ニピュレータ同士の協調制御系のフィードパックゲ

イン行列と対象物の誤差収束の関係 を明 らか にし、対象物の挙動 を 2次系モデノレとで

きる ことを示した 。

剛体マ ニピ ュ レ ー タ の 協調制御系を 弾性 マニピュレータの協調制御系』こ拡張 した。

まず、対象物に目標力を伝達するためのマニピュレータの目標位置を算出した。また、

弾性マニピユレータの協調 においては加速度軌道の微分が連続 と な る こ と が 必 要 で あ

ることを示した。次に、弾性 7 ニピュレ -1の協調和l御系におけるフィ ード パ y クゲ

イン行列と誤差収束の関係 を 明 ら か に 、 マ ニ ピ ユ レ ータの目 標誤差収束を対象物の目

標誤差収束より速く設定することにより、同11体 7 ニピュレータの湯合同様、 E単位 7 ニ

ピュレータにおいても 2次系モデルとできることを示した。

2台の 3 自由度水平多関節型 7 ニピ品レ ータを用いたシミュ レーションを行った n

加速度の微 分が 連続 とな る目保軌道として、始点、終点を等速曲線で結び、始点、長

点近傍を 4次関数で補間するという軌道を設計した。この軌道を用いたシミュレーシ

ヨン結果から、設計した協調制御系で誤差収束の極が設計可能なこと、フィードフォ

ワー ド 項とフィードパック系が共に正しく作用すること、対象物のコ ンブ ライ アンス

を協に指定できることを検証した。
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